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アジア各都市のグリーン・ビルディング関連ニュース

　現在の不動産投資セクターにおいては、

環境問題が投資ポートフォリオに影響を及

ぼす可能性があり、サステナビリティを不動

産投資戦略に組み込むことは長期事業を健

全で合理的なものにできると同時に、社会的

責任を果たす選択肢でもあるという認識が

高まっています。政府の規制とインセンティ

ブ、ますます高価になる天然資源、法律上の

リスク、企業の社会的責任の高まり、入居者

の行動の変化やステークホルダーからの圧

力などのすべてが相まって、環境問題を不動

産投資のプロセスに組み込むことが余儀な

くされています。

　エネルギー効率が国々の建築基準法に導

入され、エネルギー性能の評定システムが定

められるにつれて、近年は不動産ポートフォ

リオの管理手法に環境への配慮を取り入れ

る機関投資家や個人投資家、または社会的関

心をもつ高額資産保有者や年金基金、機関

などの数が増えています。

　グリーンな不動産投資戦略と投資収益の

向上との間に、直接の関連がまだ立証されて

いないことは確かですが、「不動産の選定に

対するグリーンなアプローチ」は、追随する機

関を幅広く引き込み始めています。この場合

の主な要因は、エネルギー効率の低い建物

は陳腐化し、その価格が割引の対象になるた

め、グリーンな不動産ポートフォリオの方が、

長期的にはより高い投資収益を生むことを、

投資家が次第に確信するようになってきたと

いうことです。

　アジアでもいまやこの考えが根付きつつあ

り、大手投資家が投資の判断基準の重要な

一部としてサステナビリティの原則を徐々に

採用するようになり、既存ポートフォリオにあ

る建物の環境性能を改善し始めています。さ

らにアジアには、建物のエネルギー効率改善

プロジェクトに投資する画期的なファンドを

立ち上げている投資家もいるのです。

　グリーン・ビルディングと財務実績の強化

とを結びつける論拠は曖昧なままですが、そ

の主な要因は、一般に合意されている計測基

準と、一本化された建築情報がないことで

す。しかし現在、不動産投資セクターの中で

は、旧式になって持続不可能な建築物や設備

の管理業務は、資産価値および財務実績の

低下につながるというコンセンサスが高まり

つつあります。同時に投資家は、エネルギー

効率やグリーン・ビルディングに関係する政

府の規制強化が、世界的にも、またアジアの

中でも、様々な市場で急速に実施されるよう

になることをも予想しています。

　欧州連合はすでに新築と改装の建築物に

関して、建築物エネルギー性能基準（EPBD)
を導入し、オーストラリアでは新築の建築物

はグリーン・スター（同国の建築物環境評価

システム）の持続可能性能基準を守らなけれ

ばなりません。アジアでは、シンガポール政府

が昨年発表したグリーン・ビルディング・マス

タープランに基づいて、同市内の建物の

80％は2030年までにグリーン・マーク認証

を受ける必要があります。

　このように、エネルギー効率向上の義務化

へと向かう動きがアジア全域でも勢いを増し

ており、入居者の賃借決定にも影響を及ぼす

ため、グリーンでない建物は徐々に陳腐化

し、その資本価値と賃貸料が割り引いて取引

されるので、結果として投資収益が低下する

可能性があります。こういった建物には、過剰

なCO2排出とエネルギー使用に対する処罰

とからめての追加税がかかる可能性もありま

す。これとは対照的に、グリーン・ビルディング

は市場での賃貸料の割増が見込め、減価償

却のペースは遅くなり、より長い寿命を認め

られて、結局はより高い資本価値を維持する

ことになるでしょう。

　こういったことをすべて考え合わせれば、

アジアではやがてグリーンな不動産がより高

い価値と入居率を享受し、ひいては投資収益

もより高いという二重構造市場の出現が示

唆されます。

　アジアの機関投資家の中で、不動産関連事

業においてサステナビリティへの取り組みで

他を明確にリードしている企業の一つが、

2008年にこの目標への積極的取り組みを

企業方針に正式に定めたINGリアル・エス

テート・インベストメント・マネジメント（ING 

REIM）です。この方針は同社のビジョン、志

と原則を定めており、サステナビリティの枠

組づくりに役割を果たしています。同社は

様々な業務分野の間での協力をサポートし、

ベストプラクティスを共有し、持続可能な不

動産プロジェクトに対するクライアントから

の需要の高まりを予想して、標準的な業務慣

行にサステナビリティを組み込むために、世

界のすべての地域からの代表を集めて基盤

を確立しました。

　「この2年で、アジアにおけるわが社の投資

クライアントの多くは、環境目標を投資判断

の材料とし始めました。わが社の大手クライ

アント数社、特に大型の年金基金は、透明性

とサステナビリティを一層強く求めるように

なっています」とING　REIMアジアのリ

チャード・プライスCEOは述べています。「わ

が社のグループ内にも、環境と企業の社会責

任についてのきわめて前向きな取り組みが

あります。つまり、社内でのトップダウンと、社

外のクライアントの双方から二重の推進力が

働いているのです」とも言い添えました。ING 

REIMアジアには、APGアセット・マネジメン

ト、PGGMインベストメンツと大学年金基金

（USS)の委託で、マーストリヒト大学が実施

した世界的調査で対象となったファンドが2

たりしなければならない場合もあります。ポー

トフォリオの中で、同社が全面的なコントロー

ルを握っている建物の件数はごく限られてい

ます。もっとマクロなレベルで見ると、アジア全

域の様々な国々で環境に関する認証規定や

基準が異なっており、不動産市場における規

格化の欠如は、サステナビリティへの取り組み

の障害になり得る場合が多いのです。

　ING REIMアジアの全面的なコントロール

のもとにあるポートフォリオの中で最大の資

産は、東京郊外にあるショッピングセンターで

す。同社はこのショッピングセンターで建物の

エネルギー消費量を積極的に削減しており、

数々の対策を導入した結果、ガス、水、電気の

使用量が年ごとに大幅に減少しました。導入

された措置は、エスカレーターの稼働時間の

短縮、非常階段へのセンサーの設置、井戸の

利用、エアコンの稼働時間の短縮、建物の裏

手照明の利用削減、インバータ・コントロー

ラーの組み込みなどです。

　今後の導入予定には、LED照明やゴミから

発電を行うシステムなどがあります。「次のス

テップは目標を定めることです」とアリエン･

セッケル氏は語っています。「将来的には、世

界や地域のグリーン・ビルディング基準に照

らしてわが社のポートフォリオを評価し、それ

を基本にして地域内での比較を行いたいと

考えています。ただし現時点では、何ができる

かを判定できるように、わが社の現在の立ち

位置を測ることに限っています」。ING　

REIMヨーロッパは最近、GE、AXAおよび

AEWと共に、ポートフォリオの環境性能を評

価し、ベンチマーキングを行うために「グリー

ン評定」と呼ばれるテストシステムを導入し

件ありますが、そのいずれも、アジアにおける

持続可能な投資をリードする未公開不動産

ファンドのトップ10にランク入りしました。

　機関投資家は様々な方法で、サステナビリ

ティについての懸念をポートフォリオの管理

方法に直接反映させ始めています。ほとんど

は自らのポートフォリオの中で、エネルギー

効率やその他のグリーン基準に関係する現

行または将来の法的要求事項に違反する可

能性のある既存のビルを特定し、分類するこ

とから始めます。次に、こういった建物をより

環境にやさしいものにする方法を検証しま

す。採用される措置には、省エネ照明機器の

取り付けといった比較的簡単で小規模な取り

組みの実施から、建物全体に対して全面的に

持続可能な改修を行う大がかりなプロジェク

トまで幅があります。また、テナントや他のス

テークホルダーへ、エネルギーその他の省資

源に関係する措置や目標について説明し、合

意しています。

　ING REIMアジアも同じようなモデルに従

いました。「我々はまず、既存のポートフォリ

オを検査し、サステナビリティを向上させる

上で我々にどの程度のコントロール力があ

るかによって、資産を様々なカテゴリーに分

類しました」と、同社の上級副社長でグルー

プの世界的なサステナビリティプラット

フォームについてアジアでのコーディネー

ターを務めているアリエン・セッケル氏はコメ

ントしています。「我々はLEED認証※を獲得

できる建物を特定し、次にはコスト、行うべき

こと、こうした措置から得ることの可能な利

益について調査を実施しました。また、エネ

ルギー利用を計測して、節減できる部分を探

すことも始めました」

　この方法で同社が遭遇した大きな課題は、

既存ポートフォリオの所有権構造です。ING 

REIMアジアの自社資産に対するコントロー

ルの度合は様々で、変更を受け入れないマス

ターリース会社が存在したり、またジョイント

ベンチャーのパートナーを説得したり奨励し

ました。同社はパイロット・プロジェクトに12
の異なるファンドから30の建物を提供し、

ING RE ヨーロピアン・オフィス・ファンドは

その全不動産について、エネルギーや水の

伝送性能を調査中です。この新たな評定シス

テムは、成功すればやがてアジアにも展開さ

れます。

　アジアの機関投資家の間で持続可能な不

動産に対する関心が高まっているのと共に、

アジア全域の建物のエネルギー効率向上へ

の取り組みに投資するという画期的な投資

家もいます。サスティナブル・ディベロップメ

ント・キャピタルLLP（SDCL)は、エネルギー

を大量に消費する中国の工業用地で開発中

のエネルギー効率向上プロジェクトや、官民

のビルや設備に投資するチャイナ・エネル

ギー・エフィシェンシー・パートナーズL.P.
ファンドのために資金を調達しています。

　このファンドはこの種のものとしては初め

てペイド・フロム・セイビングズ（コスト節減分

で賄われる）モデルを基本にするファンドで、

省エネのソリューションや機器の設置、運用、

保守を行っている中国本土のプロジェクトに

投資を行い、かなり高水準の予想収益を上げ

ることを目的とするものです。用地、建物、ま

たは設備のオーナーが結果的に得るエネル

ギーコストの削減を共有して、投資収益を得

ることを目指しています。「技術的な裏付けが

あり、経済学から見ても合理的です」と香港に

あるSDCLのディレクター、グレン・プラムブ

リッジ氏は語ります。「今後5年間で、アジア全

域にわたって既存ビルのエネルギー効率を

厳しく縛る多くの法律が制定され、人々はサ

ステナビリティのための改修を強いられるよ

うになるでしょう。それと同時に、改修工事は

これまでほど複雑なものではなくなっていま

す。技術、測定、検証のすべてが、高度化しつ

つありますから」

　CEEP（欧州公共企業体センター）モデルで

は、資源の制約が高まっている世界経済と、

諸国間で高まっているエネルギーに関する課

題に直面しているという意識を活用しようと

しています。「エネルギーが尽きかけているの

ですから、各国はもっとエネルギー効率を高

める必要があります」とグレン・プラムブリッ

ジ氏は語ります。「気候変動の問題や炭素の

排出削減とは異なり、我々の産業の成長は結

局、ソブリン・リスク（政府債務の信用危機）と

自給自足によって推進されるということにな

るのかもしれません」と氏は言い添えていま

す。国連環境計画、クリントン気候イニシアチ

ブ、世界最大手の年金基金のP8グループに

関わっているSDCLでは、天然資源の高騰に

より、エネルギー効率向上はビジネス上非常

に合理的なことになり、建物のサスティナブ

ルな改修はこの問題に対して第一に取るべ

き、最も安価な解決策であることを確信して

います。CEEPモデルにとっての最大の課題

は、拡張の可能性と、ほとんどのプロジェクト

が小規模過ぎるために銀行やその他の投資

家の多くが関心を示さないことです。SDCL
は、プロジェクトは規模が大きいほど価値が

あると考えていて、現在、大手デベロッパーと

提携して、ポートフォリオ全般にわたってエネ

ルギー効率向上のための改修資金を調達す

る機会を模索しています。

　これ以外にも、世界中でグリーンな資金調

達や投資手段にはずみがつきつつあり、それ

が徐々にアジアへと広がっています。近年で

は、2007年に欧州連合が発行したクライ

メート・アウェアネス（気候変動意識向上）債

券などのように、低所得者向け住宅を持続可

能にする改修プロジェクトを賄うために地方

政府の発行するグリーン債を購入する、社会

的責任感の強い投資家の数が増えています。

商業銀行のグリーン・ローンや投資商品も提

供されています。韓国政府は2010年1月に

「低炭素、グリーン成長」法案を正式に可決し

て、経済成長と温室効果ガスの排出削減をも

たらすようなエコフレンドリーな企業とプロ

ジェクトの開発に、年間の国内総生産の2％を

支出することを約束しました。同時に、韓国大

手銀行の多くが、グリーンな住宅や商業ビル

向けのローンを含めて、新規のグリーンな金

融商品やサービスをいくつも発売しました。

　中国は、グリーン不動産に投資するのに最

も望ましいと投資家が見なしたアジア市場の

リストの最上位にあります。「過去数年間で、

中国における建築基準と建築物の質の向上

は目覚ましく、現在同国の建築技術は先進欧

米市場の多くにおけるよりも高度になってい

ます」とリチャード・プライス氏は述べていま

す。「中国は急速な都市化が続くにつれて何

世代分もの建築基準と非効率な技術を飛び

越えて向上するでしょうし、そのことは、グ

リーン・ビルディングへの投資家に対し多く

の機会を提供するでしょう」。省エネ効率の面

では、中国はこの6年間でESCO事業の件数

と、毎年のエネルギー効率向上プロジェクト

の対価を倍増させてきました。

　「中国にはアジアでも拘束力の強い法律が

いくつかあり、エネルギーの課題を切実に認

識しています」とグレン・プラムブリッジ氏は

語っています。実際、中国はこの数年間で強

力なトップダウン政策を実施してきました。こ

の政策には全国的な省エネ目標やクリーン・

エネルギー目標が含まれ、グリーン・プロジェ

クトやエネルギー効率向上プロジェクトに携

わっているデベロッパーに対して、地方自治

体レベルで提供されるインセンティブによっ

て補完されています。

　アジアの他の地域を見ると、シンガポール

は優れたインフラと、省エネおよびグリーン・

ビルディングに関係する強力な法規や規制を

有していますが、市場としては小規模です。香

港では、細分化された所有権、政府のリー

ダーシップ不足など、古くからの問題によって

前進が遅れています。「一般的にアジア全域

では政府支援の拡大が必要とされており、一

部の市場には財務上のインセンティブが欠

けています」とリチャード・プライス氏は述べ

ています。「オーストラリアなどの市場では政

府がとても積極的で、そのことが実際にグ

リーン投資を促進しているのです」

　持続可能な不動産へ投資が徐々にシフト

されているにもかかわらず課題はいくつも

残っており、中でも特に顕著なのが、グリー

ン・ビルディングの開発が本当にコスト増に

見合う価値をもつかどうかがまだ立証されて

いないということです。「我々はサスティナビ

リティへの投資が重要であることを確信して

いますが、冷静な目で、常に費用と便益のバ

ランスを心掛けなければなりません」とリ

チャード・プライス氏は語ります。「ただし投資

家として見ると、グリーン・ビルディングが機

能的に陳腐化することは考えにくいため、グ

リーン・ビルディングへの投資の価値が現れ

るのは売却時となるでしょう」。長期的には、

改良されたデータと調査で、新たな規制や需

要の増加が実際にグリーン不動産の価格上

昇をもたらすかどうかが実証されるでしょう。

いずれにしても、現在、社会的責任感のある

不動産投資家が、ポートフォリオ資産の陳腐

化を防ぎ、二酸化炭素排出やエネルギー利

用に絡んで今後に課税や罰則の対象となる

恐れを回避するために、資産の環境性能の評

価と改善を行っています。そのため、世界やア

ジア地域でグリーン・ビルディングを支持する

勢いは徐々に高まっているのです。

ン・ビルディング会議、共通の関心分野であ

る一連の問題に関する共同研究や教育プロ

ジェクトへの支援が含まれます。

上海の高層ビルがLEED-CSゴールドの
事前認証を獲得

　上海で建設中の26階建て高層商業ビル

が、建物の構造と設備を対象とするLEED－

コア・アンド・シェル（LEED-CS）プログラムに

基づくLEEDゴールドの事前認証を与えら

れ、上海で当評定を受けた初めての高層ビル

となりました。イースト・ドンダミン1080にあ

るこのビルは、上海のかつてのユダヤ人街に

あって、黄浦江から2ブロック離れた場所に

位置しています。LEED-CSの評定では、テナ

ントの内部スペースを除いたプロジェクト全

体を評価します。建物の持続可能な特性に

は、内部スペース全般にわたってのエネル

ギー使用の低減、地熱ヒートポンプ、個々の

エリアの管理強化を可能にする部屋単位の

センサー、地産材料の使用、建物の水使用量

の削減、水効率の良い造園などがあります。

中央政府、全国的なグリーン・シティの

実証プロジェクトに着手

　中央政府は、中国全土にグリーン・ビル

ディングのモデル都市を開発するための補

助金申請の受付を終了しました。このプログ

ラムは財政部と住宅・都市農村建設部が策定

したもので、再生可能なエネルギー源を使用

するサスティナブルな設計がなされ、効率的

でモダンな交通システムをもつグリーン・シ

ティを創り出すことで、全国的に再生可能な

エネルギーの利用拡大を促進することを目

指しています。中央政府が開発の建設総費用

の60％を負担し、3年間の分割で支払うこと

になっています。この申請が認められるのは、

各州で2市および3郡までです。開発者はエ

コシティ内での建設に際して、建物一体型太

陽光発電、太陽熱温水システム、地熱ヒート

ポンプ、断熱や照明を含めて、エネルギー効

率の高い建築技術を利用することを義務付

けられます。

中国と米国のグリーン・ビルディング協会、

覚書に調印

　米国グリーン・ビルディング協会（USGBC）

と中国グリーン・ビルディング協会（CGBC）

は今年春、協力強化を進め、両国における環

境に配慮した建築慣行を支援するための覚

書に調印しました。USGBCは声明で、両組

織は建築セクターにおいてグリーン・ビル

ディングと二酸化炭素の排出削減を促進する

ために協力していくと述べています。協力の

内容には、この2つの組織が開催するグリー

には、開発プロジェクトはエネルギー需要の

5％を再生可能なエネルギー源から得たも

のにするという要件が含まれます。政府は最

近アンサル・プロパティーズとの間で、今後3
年間におよそ130億ルピー（2億7800万米

ドル）を投資して、グルガオンに「エセンシア」

と呼ばれる面積112エーカーのグリーン・タ

ウンシップを開発するジョイントベンチャーを

組成する契約を締結しました。これに関連す

るニュースとして、マハラシュトラ州当局は、

同州における開発プロジェクトにグリーン技

術を採用するようデベロッパーを説得するた

め、開発管理規則に修正を導入する計画を

発表しました。新たなガイドラインを守るデ

ベロッパーは、その開発プロジェクトに対して

ゼロ・エネルギー認証を取得すれば、容積率

の追加を認められることになります。

ニューデリー市当局、

建物の改修計画に着手

　ニューデリー市当局は、エネルギー資源研

究所（TERI）との覚書の調印後に、二酸化炭

素排出量を削減することを約束した21棟の

官公庁ビルの第1群について、改修作業を開

始しました。現在、ニューデリーにある官公

庁の建物はすべて、2007年5月にエネル

ギー効率局（BEE）が策定した省エネ建築規

定（ECBC）を守ることを義務付けられてい

ます。これに関連するニュースとして、タミ

ル・ナドゥ州の州都であるチェンナイに

9500万米ドルをかけて新築された州の議

事堂は、LEED認証制度に基づいてインド・

グリーン・ビルディング協会（IGBC）がゴー

ルドの格付けを与えた世界初の議会ビルと

なりました。ドイツの設計事務所GMPの設

計によるこのビルは、節電のために自然光を

採り入れ、消費電力を削減するようになって

います。見積もりによれば、このビルは同じ

規模の他のビルに比べて、電力消費量をお

よそ20％節減するということです。総合ビル

である議事堂の内部には、34万平方フィー

トのグリーン・スペースがあり、水はすべて、

敷地内にある下水処理プラントを利用してリ

サイクルされます。

グリーン・タウンシップの

集合住宅に関するガイドライン案

　政府は国内の大手不動産デベロッパーに

対し、エネルギー消費量の少ないグリーン集

合住宅に関して新・再生可能エネルギー省

（MNRE）とエネルギー資源研究所（TERI）

が立案した新たなガイドラインを、自主的に

採用するよう呼びかけました。新ガイドライン

環境に配慮した

啓徳空港跡地再開発プロジェクト

　九龍の啓徳国際空港跡地の再開発には、

環境に配慮した機能が数多く取り入れられ

ると報じられています。公営の住宅団地、

ショッピングモール、客船ターミナルや数棟

の官公庁ビルを含むことになっているこの巨

大プロジェクトには、16億7000万香港ドル

の地域冷房システムが採用される予定です

が、これによって従来の空調システムに比べ

て35％の電力消費量が削減されると予測さ

れています。30～40階建てのビルを冷房す

る能力をもつこのシステムは、年間で最大8
億5000万キロワット時の電力を節約するこ

とになり、59,500トンの二酸化炭素排出量

を削減することができます。跡地に建設され

る公営の住宅団地にも太陽光発電を利用す

るなど、様々な省エネ技術が採用されること

になっています。住宅団地の敷地面積は

9.17ヘクタール（その30％が緑地帯となり

ます）。これ以外にもプロジェクトに盛り込ま

れる予定の環境対策としては、LED照明、節

水システム、リサイクル材料から作られる舗

道や花壇、電気自動車のために指定される

充電エリアなどがあります。

HKGBC、産業用建物のための
グリーン・インセンティブを提案

　香港グリーン・ビルディング協会（HKGBC）

は、古い産業用建物を他の用途に転用する

オーナーに対して、省エネ技術を取り入れる

ことを条件として、総床面積の上乗せを認め

るという案を発表しました。ガイドラインの素

案で扱われているのは、エネルギーと水の利

用、ゴミ処理と緑化です。計画案では、建物は

義務化される建物エネルギー規則（来年施

行予定）によって定められる最低限のエネル

ギー性能を達成し、建物で消費されるエネル

ギーの最低0.5％は、再生可能エネルギーか

ら生産されたものでなければなりません。通

常の水消費量を最低でも5％削減するため

に、洗浄洗濯排水をリサイクルしなければな

らないとともに、年間の上水道消費量を

20％削減するために節水装置を取り付ける

必要があります。解体廃棄物は最小化し、転

用の過程で出た廃棄物の最低30％はリサイ

クルすることになっています。さらに、建物の

外部面積の最低20％は、壁面緑化を含めて

植物で覆わなければなりません。

GBCI、グリーンシップ評定ツールの
運用を開始

　インドネシア・グリーン・ビルディング協会

（GBCI）は、新たなグリーン・ビルディングの

評定システムである「グリーンシップ」の運用

を正式に開始しました。新システムには、敷

地・エネルギー・水と資源の使用状況、屋内の

品質と環境管理から成る6つの評定基準が

含まれています。ジャカルタにある10棟の建

物がすでに、グリーン・ビルディングの認証登

録を受けています。その内、市庁舎のブロック

G、ジャカルタ市議会ビルと公共事業省ビル

の3棟は官公庁の建物です。GBCIを創設し

たNaning Adiwoso氏は、この評定ツール

は近々、スマトラやバリを含めた全国の他の

地域にあるビルの認証に利用できるように

なると語っています。グリーンシップがこれま
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での評定ツールと大きく異なっているのは、

認証の有効期間が新築のビルについても3
年間だけで、その後は再認証が必要になり、

そのためLEEDよりも厳格な制度となってい

る点です。

ジャカルタ市当局、全市に

グリーン・ビルディングの評定システムを導入

　ジャカルタ市当局は、今後の建設プロジェク

トにエネルギー効率基準を満たすことを義務

付ける建築許可の細則を、改訂して発表する

もようです。ジャカルタ建築監督局（Building 

Supervisory Agency)は、設計が細則の

基準を必ず満たすようにするため、デベロッ

パーが建築許可を取得してからその建設計

画を詳しく調査することになります。ただし、

市はグリーン・ビルディング認定証を出すの

ではなく、インドネシア・グリーン・ビルディン

グ協会（GBCI）が定めた最低基準に沿ってベ

ンチマーク評価を示します。2020年までに

二酸化炭素排出量を現行レベルから26％削

減するというインドネシアの目標の達成に、

新条例が役立つことが期待されています。

政府、グリーン・ビルディングの

認証に関する規則を改正

　政府は7月、グリーン・ビルディング認証に

関する規則を改正して、認証を取得するまで

の所要時間を短縮し、認証のレベルを2種か

ら4種へと増やしました。現行制度のもとで

は、韓国グリーン・ビルディング協会（KGBC）

による認証の有効期間は5年間で、その時点

で延長が認められることがありますが、建物

の認証はすべて、10年が経過したら更新し

なければなりません。

新しいコンベンション・センターが

LEED-NCの認証を取得
　ソンドに最近完成したコンベンション・セン

ターの「ソンドコンベンシア」がLEED-NC
（新築向けLEED）の認証を取得し、この認証

を得たアジアで初めてのコンベンション・セ

ンターとなりました。一方、ヨンドのオフィス・

プロジェクトである「パルク1」はLEEDのコ

ア・アンド・シェルのゴールド・レベルの事前

認証を得、またソウル中心部で2010年11
月に開業するA級オフィスビル「センター1」

は、LEEDのコア・アンド・シェルのシルバー・

レベルの認証を獲得しています。

台北郡、特定対象タウンシップにおいて

グリーン・ビルディングを促進

　台北郡は郡内の20のタウンシップと区域

でグリーン・ビルディングを促進するための新

規則を公布しました。新規則のもとでは、国内

のグリーン・ビルディングの認証基準を満た

す開発プロジェクトには、ボーナスの床面積

が認められます。新たなインセンティブ制度で

は認証の等級に応じて、法定のGFA（総建築

面積）の6％、8％、10％の面積をボーナスと

して認めます。さらに郡当局は開発用地の透

水性を上げて都市環境の質を改善するため

に、住宅用、商用、産業用の土地の建ぺい率

を10％引き下げました。

台湾のプロジェクト、FIABCIの

2010年度優秀賞を受賞
　台湾の2件のプロジェクトが、世界不動産

連盟（FIABCI）のサステナビリティ最優秀賞

を獲得しました。台北郡当局が開発したイン

フラ・プロジェクトである台湾北部「ソーラー・

シティ」が持続可能開発の部で2010年度の

優秀賞を受賞し、さらに、台中市CMPが手掛

けた店舗ビル「パーク・レーン」も店舗の部で

優秀賞を受賞しました。台湾北部ソーラー・

プンゴル、シンガポール初の

エコタウンとして正式指定

　シンガポール住宅開発局（HDB）は、プンゴ

ルを同国初の公式エコタウンに定めることを

発表しました。同ニュータウンは、エネルギー、

ゴミと水の管理の分野における新しいグリー

ン技術の実験台の役割を果たすことになりま

す。プンゴルの町には、太陽光パネルと雨水リ

サイクルシステムを組み込んだ装置が評判と

なっているHDB初のグリーン公営住宅プロ

ジェクトの「Treelodge@Punggol」もあ

ります。HDBはタンパインズ、ブキ・パンジャ

ン、タンジョン・パガールとマリン・パレードで

も同様の太陽光発電システムを導入する予

定です。このシステムは合計で600キロワッ

トの発電能力をもち、町の消費エネルギーを

相殺するために使用されます。

アジアのグリーン・シティ指数が

明らかに

　シーメンスとエコノミスト・インテリジェン

ス・ユニットの代表者は、シンガポールで7月

に開かれた世界都市サミットでの講演で、ア

ジア地域の11ヵ国の20の主要都市につい

て、環境実績調査を実施する計画を発表しま

した。調査対象となる国々は中国、インド、イ

ンドネシア、日本、マレーシア、パキスタン、

フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、ベトナ

ムです。調査では、エネルギー供給と二酸化

炭素排出量、運輸、建築物と土地の利用、水、

衛生、ゴミ、大気の質とグリーンガバナンスを

含めた8つの環境カテゴリーに準じて、都市

の計測と比較が行われます。調査結果は年内

に公表の予定です。

いて熱射を低減し、雨水の流出を遅らせま

す。可能な限り自然の昼光照明を利用し、デ

シカント（除湿）ホイールによる空気処理で除

湿された爽やかな空気が供給されます。建築

に使われた材料の20％以上が再生含有物

から作られており、全建材の40％が地元で

生産されたものです。トイレの洗浄には再生

水が使用され、乾季には空気中の湿気を凝

縮した水が植物の水やりに使用されます。低

公害車には、優先駐車場が提供されます。

UAP、フィリピン・グリーン・ビルディング・
イニシアチブを開始

　フィリピン・グリーン・ビルディング・イニシ

アチブ（PGBI）が、フィリピン建築家協会

（UAP）によってスタートしました。PGBIは建

物の設計、施工、性能とエネルギー効率に世

界のベストプラクティスを組み込んだ建築物

の調査と評価に、客観的なアプローチを提供

することを目指しています。この取り組みは

環境的、文化的に持続可能な建築術の利用

を促進するもので、現在、温暖で湿潤なフィリ

ピンの気候に適した独自のグリーン・ビル

ディング評定システムを開発中です。法令や、

気候変動に関係する公共政策の策定を支援

するために、サスティナブルな建築慣行を振

興することも計画しています。

テキサス・インスツルメンツの

テスト施設がLEEDゴールドを取得
　テキサス・インスツルメンツ（TI）社がク

ラーク経済特別区に新築した78万平方

フィートのテスト施設が、フィリピンではこの

分野のものとして初めてLEEDゴールドの認

証を取得する開発物件となりました。この建

物は植物で覆われた反射性の高い屋根を用

マレーシアGBI、
既存建物の評定システムを開始

　マレーシア・グリーン・ビルディング・イン

デックス（GBI）は既存の非住宅建築物

（NREB）の新しい評定システムを打ち出しま

した。GBIの既存建築物認証制度は、新築に

用いられる6つの主要基準をカバーしていま

すが、重点が若干異なります。過去3年間にエ

ネルギーを節減したことを実証している建築

物にもポイントが与えられるのです。新たな

GBI制度はオフィスビルに適用され、倉庫や

歴史的建築物などの建物にも適用されます。

Gタワー、グリーン・マーク・ゴールドの
認証を取得

　クアラルンプールの繁華街に新築された

オフィスビル「Gタワー」は、シンガポール建

築・建設庁からグリーン・マーク・ゴールドの

認証を取得しました。30階建てのタワービル

はその効率的な空調と照明システムにより、

規模と立地が同等の他のビルに比べて使用

エネルギーが25％少なくなっています。屋上

庭園と緑の壁を用いた造園がビルを冷やし、

空気の質を向上させるのに一役買っており、

また二重ガラスを用いて熱の伝導を抑えて

います。ビル全体に見られる植物や壁面の草

木への水やりには、雨水貯留システムが使わ

れています。ビルの室内装飾には、修復され

た古い家具が大量に再利用されていること

が呼び物となっています。

Malaysiaマレーシア

シティは太陽光発電システムを振興し、建物

一体型太陽光発電（BIPV）の導入を一般化

するために建設されました。駐車場の張出し

屋根、バスの待合所や教育センターを含めた

建造物のすべてにソーラーパネルが設置さ

れて、合計で毎年20万キロワット時を上回る

電力が生産されます。ソーラー・シティのイン

フラは年間およそ11万キロワット時を使用

するため、このプロジェクトによって生み出さ

れる余剰電力は台湾電力に売り戻されます。

また、CMPによるパーク・レーンは建物正面

に緑の植物を植え付けるという方法により、

1日当たり200kgの二酸化炭素を吸収し、

150kgの酸素を放出することで、店舗の部

で優秀賞を獲得しました。植物は、夏期に建

物内の温度を維持して電力使用量を30％減

らすのにも役立っています。

ベトナム・グリーン・ビルディング協会、

LOTUSの認証を開始
　ベトナム・グリーン・ビルディング協会

（VGBC）は6月に初の大規模な大会を開催

して、LOTUS非住宅グリーン・ビルディング

の認証プログラムを正式に開始しました。

2010年から2011年にかけてのパイロッ

ト・プログラムにより、LEED、グリーン・ス

ター、BREEAM、GBIその他のガイドライン

に基づき、ベトナムのマーケットに合わせた

グリーン・ビルディングの認定が導入されま

す。パイロット・プログラムでは認定に3つの

レベルを設けて、ベトナムが直面しているこ

の国ならではの課題のために考案される保

守や運用の基準を策定することが期待され

ています。現在VGBCはパイロット・プログラ

ムの対象として、3～4件の建物を有力候補

として挙げています。

※LEED：「エネルギーと環境デザインにおけるリーダーシップ」、グリーン・ビルディング格付け基準
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Sustainability
Asia issue 2
本稿の原文（英文）が掲載されている

『Sustainability Asia issue2』は、こちら
のホームページからダウンロードできます。

http://www.cbre.co.jp/JP/About_Us
/Corporate_Responsibility/Pages
/Environment.aspx



オフィスビルの環境対策
アジアにおける不動産投資のグリーン化

第6回

オフィスビルの環境対策
アジアにおける不動産投資のグリーン化

第6回

オフィスビルの環境対策
アジアにおける不動産投資のグリーン化

第6回

オフィスビルの環境対策
アジアにおける不動産投資のグリーン化

第6回

アジアにおける
不動産投資のグリーン化

アジア各都市のグリーン・ビルディング関連ニュース

　現在の不動産投資セクターにおいては、

環境問題が投資ポートフォリオに影響を及

ぼす可能性があり、サステナビリティを不動

産投資戦略に組み込むことは長期事業を健

全で合理的なものにできると同時に、社会的

責任を果たす選択肢でもあるという認識が

高まっています。政府の規制とインセンティ

ブ、ますます高価になる天然資源、法律上の

リスク、企業の社会的責任の高まり、入居者

の行動の変化やステークホルダーからの圧

力などのすべてが相まって、環境問題を不動

産投資のプロセスに組み込むことが余儀な

くされています。

　エネルギー効率が国々の建築基準法に導

入され、エネルギー性能の評定システムが定

められるにつれて、近年は不動産ポートフォ

リオの管理手法に環境への配慮を取り入れ

る機関投資家や個人投資家、または社会的関

心をもつ高額資産保有者や年金基金、機関

などの数が増えています。

　グリーンな不動産投資戦略と投資収益の

向上との間に、直接の関連がまだ立証されて

いないことは確かですが、「不動産の選定に

対するグリーンなアプローチ」は、追随する機

関を幅広く引き込み始めています。この場合

の主な要因は、エネルギー効率の低い建物

は陳腐化し、その価格が割引の対象になるた

め、グリーンな不動産ポートフォリオの方が、

長期的にはより高い投資収益を生むことを、

投資家が次第に確信するようになってきたと

いうことです。

　アジアでもいまやこの考えが根付きつつあ

り、大手投資家が投資の判断基準の重要な

一部としてサステナビリティの原則を徐々に

採用するようになり、既存ポートフォリオにあ

る建物の環境性能を改善し始めています。さ

らにアジアには、建物のエネルギー効率改善

プロジェクトに投資する画期的なファンドを

立ち上げている投資家もいるのです。

　グリーン・ビルディングと財務実績の強化

とを結びつける論拠は曖昧なままですが、そ

の主な要因は、一般に合意されている計測基

準と、一本化された建築情報がないことで

す。しかし現在、不動産投資セクターの中で

は、旧式になって持続不可能な建築物や設備

の管理業務は、資産価値および財務実績の

低下につながるというコンセンサスが高まり

つつあります。同時に投資家は、エネルギー

効率やグリーン・ビルディングに関係する政

府の規制強化が、世界的にも、またアジアの

中でも、様々な市場で急速に実施されるよう

になることをも予想しています。

　欧州連合はすでに新築と改装の建築物に

関して、建築物エネルギー性能基準（EPBD)
を導入し、オーストラリアでは新築の建築物

はグリーン・スター（同国の建築物環境評価

システム）の持続可能性能基準を守らなけれ

ばなりません。アジアでは、シンガポール政府

が昨年発表したグリーン・ビルディング・マス

タープランに基づいて、同市内の建物の

80％は2030年までにグリーン・マーク認証

を受ける必要があります。

　このように、エネルギー効率向上の義務化

へと向かう動きがアジア全域でも勢いを増し

ており、入居者の賃借決定にも影響を及ぼす

ため、グリーンでない建物は徐々に陳腐化

し、その資本価値と賃貸料が割り引いて取引

されるので、結果として投資収益が低下する

可能性があります。こういった建物には、過剰

なCO2排出とエネルギー使用に対する処罰

とからめての追加税がかかる可能性もありま

す。これとは対照的に、グリーン・ビルディング

は市場での賃貸料の割増が見込め、減価償

却のペースは遅くなり、より長い寿命を認め

られて、結局はより高い資本価値を維持する

ことになるでしょう。

　こういったことをすべて考え合わせれば、

アジアではやがてグリーンな不動産がより高

い価値と入居率を享受し、ひいては投資収益

もより高いという二重構造市場の出現が示

唆されます。

　アジアの機関投資家の中で、不動産関連事

業においてサステナビリティへの取り組みで

他を明確にリードしている企業の一つが、

2008年にこの目標への積極的取り組みを

企業方針に正式に定めたINGリアル・エス

テート・インベストメント・マネジメント（ING 

REIM）です。この方針は同社のビジョン、志

と原則を定めており、サステナビリティの枠

組づくりに役割を果たしています。同社は

様々な業務分野の間での協力をサポートし、

ベストプラクティスを共有し、持続可能な不

動産プロジェクトに対するクライアントから

の需要の高まりを予想して、標準的な業務慣

行にサステナビリティを組み込むために、世

界のすべての地域からの代表を集めて基盤

を確立しました。

　「この2年で、アジアにおけるわが社の投資

クライアントの多くは、環境目標を投資判断

の材料とし始めました。わが社の大手クライ

アント数社、特に大型の年金基金は、透明性

とサステナビリティを一層強く求めるように

なっています」とING　REIMアジアのリ

チャード・プライスCEOは述べています。「わ

が社のグループ内にも、環境と企業の社会責

任についてのきわめて前向きな取り組みが

あります。つまり、社内でのトップダウンと、社

外のクライアントの双方から二重の推進力が

働いているのです」とも言い添えました。ING 

REIMアジアには、APGアセット・マネジメン

ト、PGGMインベストメンツと大学年金基金

（USS)の委託で、マーストリヒト大学が実施

した世界的調査で対象となったファンドが2

たりしなければならない場合もあります。ポー

トフォリオの中で、同社が全面的なコントロー

ルを握っている建物の件数はごく限られてい

ます。もっとマクロなレベルで見ると、アジア全

域の様々な国々で環境に関する認証規定や

基準が異なっており、不動産市場における規

格化の欠如は、サステナビリティへの取り組み

の障害になり得る場合が多いのです。

　ING REIMアジアの全面的なコントロール

のもとにあるポートフォリオの中で最大の資

産は、東京郊外にあるショッピングセンターで

す。同社はこのショッピングセンターで建物の

エネルギー消費量を積極的に削減しており、

数々の対策を導入した結果、ガス、水、電気の

使用量が年ごとに大幅に減少しました。導入

された措置は、エスカレーターの稼働時間の

短縮、非常階段へのセンサーの設置、井戸の

利用、エアコンの稼働時間の短縮、建物の裏

手照明の利用削減、インバータ・コントロー

ラーの組み込みなどです。

　今後の導入予定には、LED照明やゴミから

発電を行うシステムなどがあります。「次のス

テップは目標を定めることです」とアリエン･

セッケル氏は語っています。「将来的には、世

界や地域のグリーン・ビルディング基準に照

らしてわが社のポートフォリオを評価し、それ

を基本にして地域内での比較を行いたいと

考えています。ただし現時点では、何ができる

かを判定できるように、わが社の現在の立ち

位置を測ることに限っています」。ING　

REIMヨーロッパは最近、GE、AXAおよび

AEWと共に、ポートフォリオの環境性能を評

価し、ベンチマーキングを行うために「グリー

ン評定」と呼ばれるテストシステムを導入し

件ありますが、そのいずれも、アジアにおける

持続可能な投資をリードする未公開不動産

ファンドのトップ10にランク入りしました。

　機関投資家は様々な方法で、サステナビリ

ティについての懸念をポートフォリオの管理

方法に直接反映させ始めています。ほとんど

は自らのポートフォリオの中で、エネルギー

効率やその他のグリーン基準に関係する現

行または将来の法的要求事項に違反する可

能性のある既存のビルを特定し、分類するこ

とから始めます。次に、こういった建物をより

環境にやさしいものにする方法を検証しま

す。採用される措置には、省エネ照明機器の

取り付けといった比較的簡単で小規模な取り

組みの実施から、建物全体に対して全面的に

持続可能な改修を行う大がかりなプロジェク

トまで幅があります。また、テナントや他のス

テークホルダーへ、エネルギーその他の省資

源に関係する措置や目標について説明し、合

意しています。

　ING REIMアジアも同じようなモデルに従

いました。「我々はまず、既存のポートフォリ

オを検査し、サステナビリティを向上させる

上で我々にどの程度のコントロール力があ

るかによって、資産を様々なカテゴリーに分

類しました」と、同社の上級副社長でグルー

プの世界的なサステナビリティプラット

フォームについてアジアでのコーディネー

ターを務めているアリエン・セッケル氏はコメ

ントしています。「我々はLEED認証※を獲得

できる建物を特定し、次にはコスト、行うべき

こと、こうした措置から得ることの可能な利

益について調査を実施しました。また、エネ

ルギー利用を計測して、節減できる部分を探

すことも始めました」

　この方法で同社が遭遇した大きな課題は、

既存ポートフォリオの所有権構造です。ING 

REIMアジアの自社資産に対するコントロー

ルの度合は様々で、変更を受け入れないマス

ターリース会社が存在したり、またジョイント

ベンチャーのパートナーを説得したり奨励し

ました。同社はパイロット・プロジェクトに12
の異なるファンドから30の建物を提供し、

ING RE ヨーロピアン・オフィス・ファンドは

その全不動産について、エネルギーや水の

伝送性能を調査中です。この新たな評定シス

テムは、成功すればやがてアジアにも展開さ

れます。

　アジアの機関投資家の間で持続可能な不

動産に対する関心が高まっているのと共に、

アジア全域の建物のエネルギー効率向上へ

の取り組みに投資するという画期的な投資

家もいます。サスティナブル・ディベロップメ

ント・キャピタルLLP（SDCL)は、エネルギー

を大量に消費する中国の工業用地で開発中

のエネルギー効率向上プロジェクトや、官民

のビルや設備に投資するチャイナ・エネル

ギー・エフィシェンシー・パートナーズL.P.
ファンドのために資金を調達しています。

　このファンドはこの種のものとしては初め

てペイド・フロム・セイビングズ（コスト節減分

で賄われる）モデルを基本にするファンドで、

省エネのソリューションや機器の設置、運用、

保守を行っている中国本土のプロジェクトに

投資を行い、かなり高水準の予想収益を上げ

ることを目的とするものです。用地、建物、ま

たは設備のオーナーが結果的に得るエネル

ギーコストの削減を共有して、投資収益を得

ることを目指しています。「技術的な裏付けが

あり、経済学から見ても合理的です」と香港に

あるSDCLのディレクター、グレン・プラムブ

リッジ氏は語ります。「今後5年間で、アジア全

域にわたって既存ビルのエネルギー効率を

厳しく縛る多くの法律が制定され、人々はサ

ステナビリティのための改修を強いられるよ

うになるでしょう。それと同時に、改修工事は

これまでほど複雑なものではなくなっていま

す。技術、測定、検証のすべてが、高度化しつ

つありますから」

　CEEP（欧州公共企業体センター）モデルで

は、資源の制約が高まっている世界経済と、

諸国間で高まっているエネルギーに関する課

題に直面しているという意識を活用しようと

しています。「エネルギーが尽きかけているの

ですから、各国はもっとエネルギー効率を高

める必要があります」とグレン・プラムブリッ

ジ氏は語ります。「気候変動の問題や炭素の

排出削減とは異なり、我々の産業の成長は結

局、ソブリン・リスク（政府債務の信用危機）と

自給自足によって推進されるということにな

るのかもしれません」と氏は言い添えていま

す。国連環境計画、クリントン気候イニシアチ

ブ、世界最大手の年金基金のP8グループに

関わっているSDCLでは、天然資源の高騰に

より、エネルギー効率向上はビジネス上非常

に合理的なことになり、建物のサスティナブ

ルな改修はこの問題に対して第一に取るべ

き、最も安価な解決策であることを確信して

います。CEEPモデルにとっての最大の課題

は、拡張の可能性と、ほとんどのプロジェクト

が小規模過ぎるために銀行やその他の投資

家の多くが関心を示さないことです。SDCL
は、プロジェクトは規模が大きいほど価値が

あると考えていて、現在、大手デベロッパーと

提携して、ポートフォリオ全般にわたってエネ

ルギー効率向上のための改修資金を調達す

る機会を模索しています。

　これ以外にも、世界中でグリーンな資金調

達や投資手段にはずみがつきつつあり、それ

が徐々にアジアへと広がっています。近年で

は、2007年に欧州連合が発行したクライ

メート・アウェアネス（気候変動意識向上）債

券などのように、低所得者向け住宅を持続可

能にする改修プロジェクトを賄うために地方

政府の発行するグリーン債を購入する、社会

的責任感の強い投資家の数が増えています。

商業銀行のグリーン・ローンや投資商品も提

供されています。韓国政府は2010年1月に

「低炭素、グリーン成長」法案を正式に可決し

て、経済成長と温室効果ガスの排出削減をも

たらすようなエコフレンドリーな企業とプロ

ジェクトの開発に、年間の国内総生産の2％を

支出することを約束しました。同時に、韓国大

手銀行の多くが、グリーンな住宅や商業ビル

向けのローンを含めて、新規のグリーンな金

融商品やサービスをいくつも発売しました。

　中国は、グリーン不動産に投資するのに最

も望ましいと投資家が見なしたアジア市場の

リストの最上位にあります。「過去数年間で、

中国における建築基準と建築物の質の向上

は目覚ましく、現在同国の建築技術は先進欧

米市場の多くにおけるよりも高度になってい

ます」とリチャード・プライス氏は述べていま

す。「中国は急速な都市化が続くにつれて何

世代分もの建築基準と非効率な技術を飛び

越えて向上するでしょうし、そのことは、グ

リーン・ビルディングへの投資家に対し多く

の機会を提供するでしょう」。省エネ効率の面

では、中国はこの6年間でESCO事業の件数

と、毎年のエネルギー効率向上プロジェクト

の対価を倍増させてきました。

　「中国にはアジアでも拘束力の強い法律が

いくつかあり、エネルギーの課題を切実に認

識しています」とグレン・プラムブリッジ氏は

語っています。実際、中国はこの数年間で強

力なトップダウン政策を実施してきました。こ

の政策には全国的な省エネ目標やクリーン・

エネルギー目標が含まれ、グリーン・プロジェ

クトやエネルギー効率向上プロジェクトに携

わっているデベロッパーに対して、地方自治

体レベルで提供されるインセンティブによっ

て補完されています。

　アジアの他の地域を見ると、シンガポール

は優れたインフラと、省エネおよびグリーン・

ビルディングに関係する強力な法規や規制を

有していますが、市場としては小規模です。香

港では、細分化された所有権、政府のリー

ダーシップ不足など、古くからの問題によって

前進が遅れています。「一般的にアジア全域

では政府支援の拡大が必要とされており、一

部の市場には財務上のインセンティブが欠

けています」とリチャード・プライス氏は述べ

ています。「オーストラリアなどの市場では政

府がとても積極的で、そのことが実際にグ

リーン投資を促進しているのです」

　持続可能な不動産へ投資が徐々にシフト

されているにもかかわらず課題はいくつも

残っており、中でも特に顕著なのが、グリー

ン・ビルディングの開発が本当にコスト増に

見合う価値をもつかどうかがまだ立証されて

いないということです。「我々はサスティナビ

リティへの投資が重要であることを確信して

いますが、冷静な目で、常に費用と便益のバ

ランスを心掛けなければなりません」とリ

チャード・プライス氏は語ります。「ただし投資

家として見ると、グリーン・ビルディングが機

能的に陳腐化することは考えにくいため、グ

リーン・ビルディングへの投資の価値が現れ

るのは売却時となるでしょう」。長期的には、

改良されたデータと調査で、新たな規制や需

要の増加が実際にグリーン不動産の価格上

昇をもたらすかどうかが実証されるでしょう。

いずれにしても、現在、社会的責任感のある

不動産投資家が、ポートフォリオ資産の陳腐

化を防ぎ、二酸化炭素排出やエネルギー利

用に絡んで今後に課税や罰則の対象となる

恐れを回避するために、資産の環境性能の評

価と改善を行っています。そのため、世界やア

ジア地域でグリーン・ビルディングを支持する

勢いは徐々に高まっているのです。

ン・ビルディング会議、共通の関心分野であ

る一連の問題に関する共同研究や教育プロ

ジェクトへの支援が含まれます。

上海の高層ビルがLEED-CSゴールドの
事前認証を獲得

　上海で建設中の26階建て高層商業ビル

が、建物の構造と設備を対象とするLEED－

コア・アンド・シェル（LEED-CS）プログラムに

基づくLEEDゴールドの事前認証を与えら

れ、上海で当評定を受けた初めての高層ビル

となりました。イースト・ドンダミン1080にあ

るこのビルは、上海のかつてのユダヤ人街に

あって、黄浦江から2ブロック離れた場所に

位置しています。LEED-CSの評定では、テナ

ントの内部スペースを除いたプロジェクト全

体を評価します。建物の持続可能な特性に

は、内部スペース全般にわたってのエネル

ギー使用の低減、地熱ヒートポンプ、個々の

エリアの管理強化を可能にする部屋単位の

センサー、地産材料の使用、建物の水使用量

の削減、水効率の良い造園などがあります。

中央政府、全国的なグリーン・シティの

実証プロジェクトに着手

　中央政府は、中国全土にグリーン・ビル

ディングのモデル都市を開発するための補

助金申請の受付を終了しました。このプログ

ラムは財政部と住宅・都市農村建設部が策定

したもので、再生可能なエネルギー源を使用

するサスティナブルな設計がなされ、効率的

でモダンな交通システムをもつグリーン・シ

ティを創り出すことで、全国的に再生可能な

エネルギーの利用拡大を促進することを目

指しています。中央政府が開発の建設総費用

の60％を負担し、3年間の分割で支払うこと

になっています。この申請が認められるのは、

各州で2市および3郡までです。開発者はエ

コシティ内での建設に際して、建物一体型太

陽光発電、太陽熱温水システム、地熱ヒート

ポンプ、断熱や照明を含めて、エネルギー効

率の高い建築技術を利用することを義務付

けられます。

中国と米国のグリーン・ビルディング協会、

覚書に調印

　米国グリーン・ビルディング協会（USGBC）

と中国グリーン・ビルディング協会（CGBC）

は今年春、協力強化を進め、両国における環

境に配慮した建築慣行を支援するための覚

書に調印しました。USGBCは声明で、両組

織は建築セクターにおいてグリーン・ビル

ディングと二酸化炭素の排出削減を促進する

ために協力していくと述べています。協力の

内容には、この2つの組織が開催するグリー

には、開発プロジェクトはエネルギー需要の

5％を再生可能なエネルギー源から得たも

のにするという要件が含まれます。政府は最

近アンサル・プロパティーズとの間で、今後3
年間におよそ130億ルピー（2億7800万米

ドル）を投資して、グルガオンに「エセンシア」

と呼ばれる面積112エーカーのグリーン・タ

ウンシップを開発するジョイントベンチャーを

組成する契約を締結しました。これに関連す

るニュースとして、マハラシュトラ州当局は、

同州における開発プロジェクトにグリーン技

術を採用するようデベロッパーを説得するた

め、開発管理規則に修正を導入する計画を

発表しました。新たなガイドラインを守るデ

ベロッパーは、その開発プロジェクトに対して

ゼロ・エネルギー認証を取得すれば、容積率

の追加を認められることになります。

ニューデリー市当局、

建物の改修計画に着手

　ニューデリー市当局は、エネルギー資源研

究所（TERI）との覚書の調印後に、二酸化炭

素排出量を削減することを約束した21棟の

官公庁ビルの第1群について、改修作業を開

始しました。現在、ニューデリーにある官公

庁の建物はすべて、2007年5月にエネル

ギー効率局（BEE）が策定した省エネ建築規

定（ECBC）を守ることを義務付けられてい

ます。これに関連するニュースとして、タミ

ル・ナドゥ州の州都であるチェンナイに

9500万米ドルをかけて新築された州の議

事堂は、LEED認証制度に基づいてインド・

グリーン・ビルディング協会（IGBC）がゴー

ルドの格付けを与えた世界初の議会ビルと

なりました。ドイツの設計事務所GMPの設

計によるこのビルは、節電のために自然光を

採り入れ、消費電力を削減するようになって

います。見積もりによれば、このビルは同じ

規模の他のビルに比べて、電力消費量をお

よそ20％節減するということです。総合ビル

である議事堂の内部には、34万平方フィー

トのグリーン・スペースがあり、水はすべて、

敷地内にある下水処理プラントを利用してリ

サイクルされます。

グリーン・タウンシップの

集合住宅に関するガイドライン案

　政府は国内の大手不動産デベロッパーに

対し、エネルギー消費量の少ないグリーン集

合住宅に関して新・再生可能エネルギー省

（MNRE）とエネルギー資源研究所（TERI）

が立案した新たなガイドラインを、自主的に

採用するよう呼びかけました。新ガイドライン

環境に配慮した

啓徳空港跡地再開発プロジェクト

　九龍の啓徳国際空港跡地の再開発には、

環境に配慮した機能が数多く取り入れられ

ると報じられています。公営の住宅団地、

ショッピングモール、客船ターミナルや数棟

の官公庁ビルを含むことになっているこの巨

大プロジェクトには、16億7000万香港ドル

の地域冷房システムが採用される予定です

が、これによって従来の空調システムに比べ

て35％の電力消費量が削減されると予測さ

れています。30～40階建てのビルを冷房す

る能力をもつこのシステムは、年間で最大8
億5000万キロワット時の電力を節約するこ

とになり、59,500トンの二酸化炭素排出量

を削減することができます。跡地に建設され

る公営の住宅団地にも太陽光発電を利用す

るなど、様々な省エネ技術が採用されること

になっています。住宅団地の敷地面積は

9.17ヘクタール（その30％が緑地帯となり

ます）。これ以外にもプロジェクトに盛り込ま

れる予定の環境対策としては、LED照明、節

水システム、リサイクル材料から作られる舗

道や花壇、電気自動車のために指定される

充電エリアなどがあります。

HKGBC、産業用建物のための
グリーン・インセンティブを提案

　香港グリーン・ビルディング協会（HKGBC）

は、古い産業用建物を他の用途に転用する

オーナーに対して、省エネ技術を取り入れる

ことを条件として、総床面積の上乗せを認め

るという案を発表しました。ガイドラインの素

案で扱われているのは、エネルギーと水の利

用、ゴミ処理と緑化です。計画案では、建物は

義務化される建物エネルギー規則（来年施

行予定）によって定められる最低限のエネル

ギー性能を達成し、建物で消費されるエネル

ギーの最低0.5％は、再生可能エネルギーか

ら生産されたものでなければなりません。通

常の水消費量を最低でも5％削減するため

に、洗浄洗濯排水をリサイクルしなければな

らないとともに、年間の上水道消費量を

20％削減するために節水装置を取り付ける

必要があります。解体廃棄物は最小化し、転

用の過程で出た廃棄物の最低30％はリサイ

クルすることになっています。さらに、建物の

外部面積の最低20％は、壁面緑化を含めて

植物で覆わなければなりません。

GBCI、グリーンシップ評定ツールの
運用を開始

　インドネシア・グリーン・ビルディング協会

（GBCI）は、新たなグリーン・ビルディングの

評定システムである「グリーンシップ」の運用

を正式に開始しました。新システムには、敷

地・エネルギー・水と資源の使用状況、屋内の

品質と環境管理から成る6つの評定基準が

含まれています。ジャカルタにある10棟の建

物がすでに、グリーン・ビルディングの認証登

録を受けています。その内、市庁舎のブロック

G、ジャカルタ市議会ビルと公共事業省ビル

の3棟は官公庁の建物です。GBCIを創設し

たNaning Adiwoso氏は、この評定ツール

は近々、スマトラやバリを含めた全国の他の

地域にあるビルの認証に利用できるように

なると語っています。グリーンシップがこれま
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での評定ツールと大きく異なっているのは、

認証の有効期間が新築のビルについても3
年間だけで、その後は再認証が必要になり、

そのためLEEDよりも厳格な制度となってい

る点です。

ジャカルタ市当局、全市に

グリーン・ビルディングの評定システムを導入

　ジャカルタ市当局は、今後の建設プロジェク

トにエネルギー効率基準を満たすことを義務

付ける建築許可の細則を、改訂して発表する

もようです。ジャカルタ建築監督局（Building 

Supervisory Agency)は、設計が細則の

基準を必ず満たすようにするため、デベロッ

パーが建築許可を取得してからその建設計

画を詳しく調査することになります。ただし、

市はグリーン・ビルディング認定証を出すの

ではなく、インドネシア・グリーン・ビルディン

グ協会（GBCI）が定めた最低基準に沿ってベ

ンチマーク評価を示します。2020年までに

二酸化炭素排出量を現行レベルから26％削

減するというインドネシアの目標の達成に、

新条例が役立つことが期待されています。

政府、グリーン・ビルディングの

認証に関する規則を改正

　政府は7月、グリーン・ビルディング認証に

関する規則を改正して、認証を取得するまで

の所要時間を短縮し、認証のレベルを2種か

ら4種へと増やしました。現行制度のもとで

は、韓国グリーン・ビルディング協会（KGBC）

による認証の有効期間は5年間で、その時点

で延長が認められることがありますが、建物

の認証はすべて、10年が経過したら更新し

なければなりません。

新しいコンベンション・センターが

LEED-NCの認証を取得
　ソンドに最近完成したコンベンション・セン

ターの「ソンドコンベンシア」がLEED-NC
（新築向けLEED）の認証を取得し、この認証

を得たアジアで初めてのコンベンション・セ

ンターとなりました。一方、ヨンドのオフィス・

プロジェクトである「パルク1」はLEEDのコ

ア・アンド・シェルのゴールド・レベルの事前

認証を得、またソウル中心部で2010年11
月に開業するA級オフィスビル「センター1」

は、LEEDのコア・アンド・シェルのシルバー・

レベルの認証を獲得しています。

台北郡、特定対象タウンシップにおいて

グリーン・ビルディングを促進

　台北郡は郡内の20のタウンシップと区域

でグリーン・ビルディングを促進するための新

規則を公布しました。新規則のもとでは、国内

のグリーン・ビルディングの認証基準を満た

す開発プロジェクトには、ボーナスの床面積

が認められます。新たなインセンティブ制度で

は認証の等級に応じて、法定のGFA（総建築

面積）の6％、8％、10％の面積をボーナスと

して認めます。さらに郡当局は開発用地の透

水性を上げて都市環境の質を改善するため

に、住宅用、商用、産業用の土地の建ぺい率

を10％引き下げました。

台湾のプロジェクト、FIABCIの

2010年度優秀賞を受賞
　台湾の2件のプロジェクトが、世界不動産

連盟（FIABCI）のサステナビリティ最優秀賞

を獲得しました。台北郡当局が開発したイン

フラ・プロジェクトである台湾北部「ソーラー・

シティ」が持続可能開発の部で2010年度の

優秀賞を受賞し、さらに、台中市CMPが手掛

けた店舗ビル「パーク・レーン」も店舗の部で

優秀賞を受賞しました。台湾北部ソーラー・

プンゴル、シンガポール初の

エコタウンとして正式指定

　シンガポール住宅開発局（HDB）は、プンゴ

ルを同国初の公式エコタウンに定めることを

発表しました。同ニュータウンは、エネルギー、

ゴミと水の管理の分野における新しいグリー

ン技術の実験台の役割を果たすことになりま

す。プンゴルの町には、太陽光パネルと雨水リ

サイクルシステムを組み込んだ装置が評判と

なっているHDB初のグリーン公営住宅プロ

ジェクトの「Treelodge@Punggol」もあ

ります。HDBはタンパインズ、ブキ・パンジャ

ン、タンジョン・パガールとマリン・パレードで

も同様の太陽光発電システムを導入する予

定です。このシステムは合計で600キロワッ

トの発電能力をもち、町の消費エネルギーを

相殺するために使用されます。

アジアのグリーン・シティ指数が

明らかに

　シーメンスとエコノミスト・インテリジェン

ス・ユニットの代表者は、シンガポールで7月

に開かれた世界都市サミットでの講演で、ア

ジア地域の11ヵ国の20の主要都市につい

て、環境実績調査を実施する計画を発表しま

した。調査対象となる国々は中国、インド、イ

ンドネシア、日本、マレーシア、パキスタン、

フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、ベトナ

ムです。調査では、エネルギー供給と二酸化

炭素排出量、運輸、建築物と土地の利用、水、

衛生、ゴミ、大気の質とグリーンガバナンスを

含めた8つの環境カテゴリーに準じて、都市

の計測と比較が行われます。調査結果は年内

に公表の予定です。

いて熱射を低減し、雨水の流出を遅らせま

す。可能な限り自然の昼光照明を利用し、デ

シカント（除湿）ホイールによる空気処理で除

湿された爽やかな空気が供給されます。建築

に使われた材料の20％以上が再生含有物

から作られており、全建材の40％が地元で

生産されたものです。トイレの洗浄には再生

水が使用され、乾季には空気中の湿気を凝

縮した水が植物の水やりに使用されます。低

公害車には、優先駐車場が提供されます。

UAP、フィリピン・グリーン・ビルディング・
イニシアチブを開始

　フィリピン・グリーン・ビルディング・イニシ

アチブ（PGBI）が、フィリピン建築家協会

（UAP）によってスタートしました。PGBIは建

物の設計、施工、性能とエネルギー効率に世

界のベストプラクティスを組み込んだ建築物

の調査と評価に、客観的なアプローチを提供

することを目指しています。この取り組みは

環境的、文化的に持続可能な建築術の利用

を促進するもので、現在、温暖で湿潤なフィリ

ピンの気候に適した独自のグリーン・ビル

ディング評定システムを開発中です。法令や、

気候変動に関係する公共政策の策定を支援

するために、サスティナブルな建築慣行を振

興することも計画しています。

テキサス・インスツルメンツの

テスト施設がLEEDゴールドを取得
　テキサス・インスツルメンツ（TI）社がク

ラーク経済特別区に新築した78万平方

フィートのテスト施設が、フィリピンではこの

分野のものとして初めてLEEDゴールドの認

証を取得する開発物件となりました。この建

物は植物で覆われた反射性の高い屋根を用

マレーシアGBI、
既存建物の評定システムを開始

　マレーシア・グリーン・ビルディング・イン

デックス（GBI）は既存の非住宅建築物

（NREB）の新しい評定システムを打ち出しま

した。GBIの既存建築物認証制度は、新築に

用いられる6つの主要基準をカバーしていま

すが、重点が若干異なります。過去3年間にエ

ネルギーを節減したことを実証している建築

物にもポイントが与えられるのです。新たな

GBI制度はオフィスビルに適用され、倉庫や

歴史的建築物などの建物にも適用されます。

Gタワー、グリーン・マーク・ゴールドの
認証を取得

　クアラルンプールの繁華街に新築された

オフィスビル「Gタワー」は、シンガポール建

築・建設庁からグリーン・マーク・ゴールドの

認証を取得しました。30階建てのタワービル

はその効率的な空調と照明システムにより、

規模と立地が同等の他のビルに比べて使用

エネルギーが25％少なくなっています。屋上

庭園と緑の壁を用いた造園がビルを冷やし、

空気の質を向上させるのに一役買っており、

また二重ガラスを用いて熱の伝導を抑えて

います。ビル全体に見られる植物や壁面の草

木への水やりには、雨水貯留システムが使わ

れています。ビルの室内装飾には、修復され

た古い家具が大量に再利用されていること

が呼び物となっています。

Malaysiaマレーシア

シティは太陽光発電システムを振興し、建物

一体型太陽光発電（BIPV）の導入を一般化

するために建設されました。駐車場の張出し

屋根、バスの待合所や教育センターを含めた

建造物のすべてにソーラーパネルが設置さ

れて、合計で毎年20万キロワット時を上回る

電力が生産されます。ソーラー・シティのイン

フラは年間およそ11万キロワット時を使用

するため、このプロジェクトによって生み出さ

れる余剰電力は台湾電力に売り戻されます。

また、CMPによるパーク・レーンは建物正面

に緑の植物を植え付けるという方法により、

1日当たり200kgの二酸化炭素を吸収し、

150kgの酸素を放出することで、店舗の部

で優秀賞を獲得しました。植物は、夏期に建

物内の温度を維持して電力使用量を30％減

らすのにも役立っています。

ベトナム・グリーン・ビルディング協会、

LOTUSの認証を開始
　ベトナム・グリーン・ビルディング協会

（VGBC）は6月に初の大規模な大会を開催

して、LOTUS非住宅グリーン・ビルディング

の認証プログラムを正式に開始しました。

2010年から2011年にかけてのパイロッ

ト・プログラムにより、LEED、グリーン・ス

ター、BREEAM、GBIその他のガイドライン

に基づき、ベトナムのマーケットに合わせた

グリーン・ビルディングの認定が導入されま

す。パイロット・プログラムでは認定に3つの

レベルを設けて、ベトナムが直面しているこ

の国ならではの課題のために考案される保

守や運用の基準を策定することが期待され

ています。現在VGBCはパイロット・プログラ

ムの対象として、3～4件の建物を有力候補

として挙げています。

※LEED：「エネルギーと環境デザインにおけるリーダーシップ」、グリーン・ビルディング格付け基準
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不動産のエネルギーコスト削減により、
投資収益を得る
新たなビジネスモデルも

資源高騰でエネルギー効率化は
不可欠、サスティナブルな改修は
最も安価な解決策に

アジア全域では政府支援の
拡大が必要、一部では
財務上のインセンティブも必要
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アジアにおける
不動産投資のグリーン化

アジア各都市のグリーン・ビルディング関連ニュース

　現在の不動産投資セクターにおいては、

環境問題が投資ポートフォリオに影響を及

ぼす可能性があり、サステナビリティを不動

産投資戦略に組み込むことは長期事業を健

全で合理的なものにできると同時に、社会的

責任を果たす選択肢でもあるという認識が

高まっています。政府の規制とインセンティ

ブ、ますます高価になる天然資源、法律上の

リスク、企業の社会的責任の高まり、入居者

の行動の変化やステークホルダーからの圧

力などのすべてが相まって、環境問題を不動

産投資のプロセスに組み込むことが余儀な

くされています。

　エネルギー効率が国々の建築基準法に導

入され、エネルギー性能の評定システムが定

められるにつれて、近年は不動産ポートフォ

リオの管理手法に環境への配慮を取り入れ

る機関投資家や個人投資家、または社会的関

心をもつ高額資産保有者や年金基金、機関

などの数が増えています。

　グリーンな不動産投資戦略と投資収益の

向上との間に、直接の関連がまだ立証されて

いないことは確かですが、「不動産の選定に

対するグリーンなアプローチ」は、追随する機

関を幅広く引き込み始めています。この場合

の主な要因は、エネルギー効率の低い建物

は陳腐化し、その価格が割引の対象になるた

め、グリーンな不動産ポートフォリオの方が、

長期的にはより高い投資収益を生むことを、

投資家が次第に確信するようになってきたと

いうことです。

　アジアでもいまやこの考えが根付きつつあ

り、大手投資家が投資の判断基準の重要な

一部としてサステナビリティの原則を徐々に

採用するようになり、既存ポートフォリオにあ

る建物の環境性能を改善し始めています。さ

らにアジアには、建物のエネルギー効率改善

プロジェクトに投資する画期的なファンドを

立ち上げている投資家もいるのです。

　グリーン・ビルディングと財務実績の強化

とを結びつける論拠は曖昧なままですが、そ

の主な要因は、一般に合意されている計測基

準と、一本化された建築情報がないことで

す。しかし現在、不動産投資セクターの中で

は、旧式になって持続不可能な建築物や設備

の管理業務は、資産価値および財務実績の

低下につながるというコンセンサスが高まり

つつあります。同時に投資家は、エネルギー

効率やグリーン・ビルディングに関係する政

府の規制強化が、世界的にも、またアジアの

中でも、様々な市場で急速に実施されるよう

になることをも予想しています。

　欧州連合はすでに新築と改装の建築物に

関して、建築物エネルギー性能基準（EPBD)
を導入し、オーストラリアでは新築の建築物

はグリーン・スター（同国の建築物環境評価

システム）の持続可能性能基準を守らなけれ

ばなりません。アジアでは、シンガポール政府

が昨年発表したグリーン・ビルディング・マス

タープランに基づいて、同市内の建物の

80％は2030年までにグリーン・マーク認証

を受ける必要があります。

　このように、エネルギー効率向上の義務化

へと向かう動きがアジア全域でも勢いを増し

ており、入居者の賃借決定にも影響を及ぼす

ため、グリーンでない建物は徐々に陳腐化

し、その資本価値と賃貸料が割り引いて取引

されるので、結果として投資収益が低下する

可能性があります。こういった建物には、過剰

なCO2排出とエネルギー使用に対する処罰

とからめての追加税がかかる可能性もありま

す。これとは対照的に、グリーン・ビルディング

は市場での賃貸料の割増が見込め、減価償

却のペースは遅くなり、より長い寿命を認め

られて、結局はより高い資本価値を維持する

ことになるでしょう。

　こういったことをすべて考え合わせれば、

アジアではやがてグリーンな不動産がより高

い価値と入居率を享受し、ひいては投資収益

もより高いという二重構造市場の出現が示

唆されます。

　アジアの機関投資家の中で、不動産関連事

業においてサステナビリティへの取り組みで

他を明確にリードしている企業の一つが、

2008年にこの目標への積極的取り組みを

企業方針に正式に定めたINGリアル・エス

テート・インベストメント・マネジメント（ING 

REIM）です。この方針は同社のビジョン、志

と原則を定めており、サステナビリティの枠

組づくりに役割を果たしています。同社は

様々な業務分野の間での協力をサポートし、

ベストプラクティスを共有し、持続可能な不

動産プロジェクトに対するクライアントから

の需要の高まりを予想して、標準的な業務慣

行にサステナビリティを組み込むために、世

界のすべての地域からの代表を集めて基盤

を確立しました。

　「この2年で、アジアにおけるわが社の投資

クライアントの多くは、環境目標を投資判断

の材料とし始めました。わが社の大手クライ

アント数社、特に大型の年金基金は、透明性

とサステナビリティを一層強く求めるように

なっています」とING　REIMアジアのリ

チャード・プライスCEOは述べています。「わ

が社のグループ内にも、環境と企業の社会責

任についてのきわめて前向きな取り組みが

あります。つまり、社内でのトップダウンと、社

外のクライアントの双方から二重の推進力が

働いているのです」とも言い添えました。ING 

REIMアジアには、APGアセット・マネジメン

ト、PGGMインベストメンツと大学年金基金

（USS)の委託で、マーストリヒト大学が実施

した世界的調査で対象となったファンドが2

たりしなければならない場合もあります。ポー

トフォリオの中で、同社が全面的なコントロー

ルを握っている建物の件数はごく限られてい

ます。もっとマクロなレベルで見ると、アジア全

域の様々な国々で環境に関する認証規定や

基準が異なっており、不動産市場における規

格化の欠如は、サステナビリティへの取り組み

の障害になり得る場合が多いのです。

　ING REIMアジアの全面的なコントロール

のもとにあるポートフォリオの中で最大の資

産は、東京郊外にあるショッピングセンターで

す。同社はこのショッピングセンターで建物の

エネルギー消費量を積極的に削減しており、

数々の対策を導入した結果、ガス、水、電気の

使用量が年ごとに大幅に減少しました。導入

された措置は、エスカレーターの稼働時間の

短縮、非常階段へのセンサーの設置、井戸の

利用、エアコンの稼働時間の短縮、建物の裏

手照明の利用削減、インバータ・コントロー

ラーの組み込みなどです。

　今後の導入予定には、LED照明やゴミから

発電を行うシステムなどがあります。「次のス

テップは目標を定めることです」とアリエン･

セッケル氏は語っています。「将来的には、世

界や地域のグリーン・ビルディング基準に照

らしてわが社のポートフォリオを評価し、それ

を基本にして地域内での比較を行いたいと

考えています。ただし現時点では、何ができる

かを判定できるように、わが社の現在の立ち

位置を測ることに限っています」。ING　

REIMヨーロッパは最近、GE、AXAおよび

AEWと共に、ポートフォリオの環境性能を評

価し、ベンチマーキングを行うために「グリー

ン評定」と呼ばれるテストシステムを導入し

件ありますが、そのいずれも、アジアにおける

持続可能な投資をリードする未公開不動産

ファンドのトップ10にランク入りしました。

　機関投資家は様々な方法で、サステナビリ

ティについての懸念をポートフォリオの管理

方法に直接反映させ始めています。ほとんど

は自らのポートフォリオの中で、エネルギー

効率やその他のグリーン基準に関係する現

行または将来の法的要求事項に違反する可

能性のある既存のビルを特定し、分類するこ

とから始めます。次に、こういった建物をより

環境にやさしいものにする方法を検証しま

す。採用される措置には、省エネ照明機器の

取り付けといった比較的簡単で小規模な取り

組みの実施から、建物全体に対して全面的に

持続可能な改修を行う大がかりなプロジェク

トまで幅があります。また、テナントや他のス

テークホルダーへ、エネルギーその他の省資

源に関係する措置や目標について説明し、合

意しています。

　ING REIMアジアも同じようなモデルに従

いました。「我々はまず、既存のポートフォリ

オを検査し、サステナビリティを向上させる

上で我々にどの程度のコントロール力があ

るかによって、資産を様々なカテゴリーに分

類しました」と、同社の上級副社長でグルー

プの世界的なサステナビリティプラット

フォームについてアジアでのコーディネー

ターを務めているアリエン・セッケル氏はコメ

ントしています。「我々はLEED認証※を獲得

できる建物を特定し、次にはコスト、行うべき

こと、こうした措置から得ることの可能な利

益について調査を実施しました。また、エネ

ルギー利用を計測して、節減できる部分を探

すことも始めました」

　この方法で同社が遭遇した大きな課題は、

既存ポートフォリオの所有権構造です。ING 

REIMアジアの自社資産に対するコントロー

ルの度合は様々で、変更を受け入れないマス

ターリース会社が存在したり、またジョイント

ベンチャーのパートナーを説得したり奨励し

ました。同社はパイロット・プロジェクトに12
の異なるファンドから30の建物を提供し、

ING RE ヨーロピアン・オフィス・ファンドは

その全不動産について、エネルギーや水の

伝送性能を調査中です。この新たな評定シス

テムは、成功すればやがてアジアにも展開さ

れます。

　アジアの機関投資家の間で持続可能な不

動産に対する関心が高まっているのと共に、

アジア全域の建物のエネルギー効率向上へ

の取り組みに投資するという画期的な投資

家もいます。サスティナブル・ディベロップメ

ント・キャピタルLLP（SDCL)は、エネルギー

を大量に消費する中国の工業用地で開発中

のエネルギー効率向上プロジェクトや、官民

のビルや設備に投資するチャイナ・エネル

ギー・エフィシェンシー・パートナーズL.P.
ファンドのために資金を調達しています。

　このファンドはこの種のものとしては初め

てペイド・フロム・セイビングズ（コスト節減分

で賄われる）モデルを基本にするファンドで、

省エネのソリューションや機器の設置、運用、

保守を行っている中国本土のプロジェクトに

投資を行い、かなり高水準の予想収益を上げ

ることを目的とするものです。用地、建物、ま

たは設備のオーナーが結果的に得るエネル

ギーコストの削減を共有して、投資収益を得

ることを目指しています。「技術的な裏付けが

あり、経済学から見ても合理的です」と香港に

あるSDCLのディレクター、グレン・プラムブ

リッジ氏は語ります。「今後5年間で、アジア全

域にわたって既存ビルのエネルギー効率を

厳しく縛る多くの法律が制定され、人々はサ

ステナビリティのための改修を強いられるよ

うになるでしょう。それと同時に、改修工事は

これまでほど複雑なものではなくなっていま

す。技術、測定、検証のすべてが、高度化しつ

つありますから」

　CEEP（欧州公共企業体センター）モデルで

は、資源の制約が高まっている世界経済と、

諸国間で高まっているエネルギーに関する課

題に直面しているという意識を活用しようと

しています。「エネルギーが尽きかけているの

ですから、各国はもっとエネルギー効率を高

める必要があります」とグレン・プラムブリッ

ジ氏は語ります。「気候変動の問題や炭素の

排出削減とは異なり、我々の産業の成長は結

局、ソブリン・リスク（政府債務の信用危機）と

自給自足によって推進されるということにな

るのかもしれません」と氏は言い添えていま

す。国連環境計画、クリントン気候イニシアチ

ブ、世界最大手の年金基金のP8グループに

関わっているSDCLでは、天然資源の高騰に

より、エネルギー効率向上はビジネス上非常

に合理的なことになり、建物のサスティナブ

ルな改修はこの問題に対して第一に取るべ

き、最も安価な解決策であることを確信して

います。CEEPモデルにとっての最大の課題

は、拡張の可能性と、ほとんどのプロジェクト

が小規模過ぎるために銀行やその他の投資

家の多くが関心を示さないことです。SDCL
は、プロジェクトは規模が大きいほど価値が

あると考えていて、現在、大手デベロッパーと

提携して、ポートフォリオ全般にわたってエネ

ルギー効率向上のための改修資金を調達す

る機会を模索しています。

　これ以外にも、世界中でグリーンな資金調

達や投資手段にはずみがつきつつあり、それ

が徐々にアジアへと広がっています。近年で

は、2007年に欧州連合が発行したクライ

メート・アウェアネス（気候変動意識向上）債

券などのように、低所得者向け住宅を持続可

能にする改修プロジェクトを賄うために地方

政府の発行するグリーン債を購入する、社会

的責任感の強い投資家の数が増えています。

商業銀行のグリーン・ローンや投資商品も提

供されています。韓国政府は2010年1月に

「低炭素、グリーン成長」法案を正式に可決し

て、経済成長と温室効果ガスの排出削減をも

たらすようなエコフレンドリーな企業とプロ

ジェクトの開発に、年間の国内総生産の2％を

支出することを約束しました。同時に、韓国大

手銀行の多くが、グリーンな住宅や商業ビル

向けのローンを含めて、新規のグリーンな金

融商品やサービスをいくつも発売しました。

　中国は、グリーン不動産に投資するのに最

も望ましいと投資家が見なしたアジア市場の

リストの最上位にあります。「過去数年間で、

中国における建築基準と建築物の質の向上

は目覚ましく、現在同国の建築技術は先進欧

米市場の多くにおけるよりも高度になってい

ます」とリチャード・プライス氏は述べていま

す。「中国は急速な都市化が続くにつれて何

世代分もの建築基準と非効率な技術を飛び

越えて向上するでしょうし、そのことは、グ

リーン・ビルディングへの投資家に対し多く

の機会を提供するでしょう」。省エネ効率の面

では、中国はこの6年間でESCO事業の件数

と、毎年のエネルギー効率向上プロジェクト

の対価を倍増させてきました。

　「中国にはアジアでも拘束力の強い法律が

いくつかあり、エネルギーの課題を切実に認

識しています」とグレン・プラムブリッジ氏は

語っています。実際、中国はこの数年間で強

力なトップダウン政策を実施してきました。こ

の政策には全国的な省エネ目標やクリーン・

エネルギー目標が含まれ、グリーン・プロジェ

クトやエネルギー効率向上プロジェクトに携

わっているデベロッパーに対して、地方自治

体レベルで提供されるインセンティブによっ

て補完されています。

　アジアの他の地域を見ると、シンガポール

は優れたインフラと、省エネおよびグリーン・

ビルディングに関係する強力な法規や規制を

有していますが、市場としては小規模です。香

港では、細分化された所有権、政府のリー

ダーシップ不足など、古くからの問題によって

前進が遅れています。「一般的にアジア全域

では政府支援の拡大が必要とされており、一

部の市場には財務上のインセンティブが欠

けています」とリチャード・プライス氏は述べ

ています。「オーストラリアなどの市場では政

府がとても積極的で、そのことが実際にグ

リーン投資を促進しているのです」

　持続可能な不動産へ投資が徐々にシフト

されているにもかかわらず課題はいくつも

残っており、中でも特に顕著なのが、グリー

ン・ビルディングの開発が本当にコスト増に

見合う価値をもつかどうかがまだ立証されて

いないということです。「我々はサスティナビ

リティへの投資が重要であることを確信して

いますが、冷静な目で、常に費用と便益のバ

ランスを心掛けなければなりません」とリ

チャード・プライス氏は語ります。「ただし投資

家として見ると、グリーン・ビルディングが機

能的に陳腐化することは考えにくいため、グ

リーン・ビルディングへの投資の価値が現れ

るのは売却時となるでしょう」。長期的には、

改良されたデータと調査で、新たな規制や需

要の増加が実際にグリーン不動産の価格上

昇をもたらすかどうかが実証されるでしょう。

いずれにしても、現在、社会的責任感のある

不動産投資家が、ポートフォリオ資産の陳腐

化を防ぎ、二酸化炭素排出やエネルギー利

用に絡んで今後に課税や罰則の対象となる

恐れを回避するために、資産の環境性能の評

価と改善を行っています。そのため、世界やア

ジア地域でグリーン・ビルディングを支持する

勢いは徐々に高まっているのです。

ン・ビルディング会議、共通の関心分野であ

る一連の問題に関する共同研究や教育プロ

ジェクトへの支援が含まれます。

上海の高層ビルがLEED-CSゴールドの
事前認証を獲得

　上海で建設中の26階建て高層商業ビル

が、建物の構造と設備を対象とするLEED－

コア・アンド・シェル（LEED-CS）プログラムに

基づくLEEDゴールドの事前認証を与えら

れ、上海で当評定を受けた初めての高層ビル

となりました。イースト・ドンダミン1080にあ

るこのビルは、上海のかつてのユダヤ人街に

あって、黄浦江から2ブロック離れた場所に

位置しています。LEED-CSの評定では、テナ

ントの内部スペースを除いたプロジェクト全

体を評価します。建物の持続可能な特性に

は、内部スペース全般にわたってのエネル

ギー使用の低減、地熱ヒートポンプ、個々の

エリアの管理強化を可能にする部屋単位の

センサー、地産材料の使用、建物の水使用量

の削減、水効率の良い造園などがあります。

中央政府、全国的なグリーン・シティの

実証プロジェクトに着手

　中央政府は、中国全土にグリーン・ビル

ディングのモデル都市を開発するための補

助金申請の受付を終了しました。このプログ

ラムは財政部と住宅・都市農村建設部が策定

したもので、再生可能なエネルギー源を使用

するサスティナブルな設計がなされ、効率的

でモダンな交通システムをもつグリーン・シ

ティを創り出すことで、全国的に再生可能な

エネルギーの利用拡大を促進することを目

指しています。中央政府が開発の建設総費用

の60％を負担し、3年間の分割で支払うこと

になっています。この申請が認められるのは、

各州で2市および3郡までです。開発者はエ

コシティ内での建設に際して、建物一体型太

陽光発電、太陽熱温水システム、地熱ヒート

ポンプ、断熱や照明を含めて、エネルギー効

率の高い建築技術を利用することを義務付

けられます。

中国と米国のグリーン・ビルディング協会、

覚書に調印

　米国グリーン・ビルディング協会（USGBC）

と中国グリーン・ビルディング協会（CGBC）

は今年春、協力強化を進め、両国における環

境に配慮した建築慣行を支援するための覚

書に調印しました。USGBCは声明で、両組

織は建築セクターにおいてグリーン・ビル

ディングと二酸化炭素の排出削減を促進する

ために協力していくと述べています。協力の

内容には、この2つの組織が開催するグリー

には、開発プロジェクトはエネルギー需要の

5％を再生可能なエネルギー源から得たも

のにするという要件が含まれます。政府は最

近アンサル・プロパティーズとの間で、今後3
年間におよそ130億ルピー（2億7800万米

ドル）を投資して、グルガオンに「エセンシア」

と呼ばれる面積112エーカーのグリーン・タ

ウンシップを開発するジョイントベンチャーを

組成する契約を締結しました。これに関連す

るニュースとして、マハラシュトラ州当局は、

同州における開発プロジェクトにグリーン技

術を採用するようデベロッパーを説得するた

め、開発管理規則に修正を導入する計画を

発表しました。新たなガイドラインを守るデ

ベロッパーは、その開発プロジェクトに対して

ゼロ・エネルギー認証を取得すれば、容積率

の追加を認められることになります。

ニューデリー市当局、

建物の改修計画に着手

　ニューデリー市当局は、エネルギー資源研

究所（TERI）との覚書の調印後に、二酸化炭

素排出量を削減することを約束した21棟の

官公庁ビルの第1群について、改修作業を開

始しました。現在、ニューデリーにある官公

庁の建物はすべて、2007年5月にエネル

ギー効率局（BEE）が策定した省エネ建築規

定（ECBC）を守ることを義務付けられてい

ます。これに関連するニュースとして、タミ

ル・ナドゥ州の州都であるチェンナイに

9500万米ドルをかけて新築された州の議

事堂は、LEED認証制度に基づいてインド・

グリーン・ビルディング協会（IGBC）がゴー

ルドの格付けを与えた世界初の議会ビルと

なりました。ドイツの設計事務所GMPの設

計によるこのビルは、節電のために自然光を

採り入れ、消費電力を削減するようになって

います。見積もりによれば、このビルは同じ

規模の他のビルに比べて、電力消費量をお

よそ20％節減するということです。総合ビル

である議事堂の内部には、34万平方フィー

トのグリーン・スペースがあり、水はすべて、

敷地内にある下水処理プラントを利用してリ

サイクルされます。

グリーン・タウンシップの

集合住宅に関するガイドライン案

　政府は国内の大手不動産デベロッパーに

対し、エネルギー消費量の少ないグリーン集

合住宅に関して新・再生可能エネルギー省

（MNRE）とエネルギー資源研究所（TERI）

が立案した新たなガイドラインを、自主的に

採用するよう呼びかけました。新ガイドライン

環境に配慮した

啓徳空港跡地再開発プロジェクト

　九龍の啓徳国際空港跡地の再開発には、

環境に配慮した機能が数多く取り入れられ

ると報じられています。公営の住宅団地、

ショッピングモール、客船ターミナルや数棟

の官公庁ビルを含むことになっているこの巨

大プロジェクトには、16億7000万香港ドル

の地域冷房システムが採用される予定です

が、これによって従来の空調システムに比べ

て35％の電力消費量が削減されると予測さ

れています。30～40階建てのビルを冷房す

る能力をもつこのシステムは、年間で最大8
億5000万キロワット時の電力を節約するこ

とになり、59,500トンの二酸化炭素排出量

を削減することができます。跡地に建設され

る公営の住宅団地にも太陽光発電を利用す

るなど、様々な省エネ技術が採用されること

になっています。住宅団地の敷地面積は

9.17ヘクタール（その30％が緑地帯となり

ます）。これ以外にもプロジェクトに盛り込ま

れる予定の環境対策としては、LED照明、節

水システム、リサイクル材料から作られる舗

道や花壇、電気自動車のために指定される

充電エリアなどがあります。

HKGBC、産業用建物のための
グリーン・インセンティブを提案

　香港グリーン・ビルディング協会（HKGBC）

は、古い産業用建物を他の用途に転用する

オーナーに対して、省エネ技術を取り入れる

ことを条件として、総床面積の上乗せを認め

るという案を発表しました。ガイドラインの素

案で扱われているのは、エネルギーと水の利

用、ゴミ処理と緑化です。計画案では、建物は

義務化される建物エネルギー規則（来年施

行予定）によって定められる最低限のエネル

ギー性能を達成し、建物で消費されるエネル

ギーの最低0.5％は、再生可能エネルギーか

ら生産されたものでなければなりません。通

常の水消費量を最低でも5％削減するため

に、洗浄洗濯排水をリサイクルしなければな

らないとともに、年間の上水道消費量を

20％削減するために節水装置を取り付ける

必要があります。解体廃棄物は最小化し、転

用の過程で出た廃棄物の最低30％はリサイ

クルすることになっています。さらに、建物の

外部面積の最低20％は、壁面緑化を含めて

植物で覆わなければなりません。

GBCI、グリーンシップ評定ツールの
運用を開始

　インドネシア・グリーン・ビルディング協会

（GBCI）は、新たなグリーン・ビルディングの

評定システムである「グリーンシップ」の運用

を正式に開始しました。新システムには、敷

地・エネルギー・水と資源の使用状況、屋内の

品質と環境管理から成る6つの評定基準が

含まれています。ジャカルタにある10棟の建

物がすでに、グリーン・ビルディングの認証登

録を受けています。その内、市庁舎のブロック

G、ジャカルタ市議会ビルと公共事業省ビル

の3棟は官公庁の建物です。GBCIを創設し

たNaning Adiwoso氏は、この評定ツール

は近々、スマトラやバリを含めた全国の他の

地域にあるビルの認証に利用できるように

なると語っています。グリーンシップがこれま
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での評定ツールと大きく異なっているのは、

認証の有効期間が新築のビルについても3
年間だけで、その後は再認証が必要になり、

そのためLEEDよりも厳格な制度となってい

る点です。

ジャカルタ市当局、全市に

グリーン・ビルディングの評定システムを導入

　ジャカルタ市当局は、今後の建設プロジェク

トにエネルギー効率基準を満たすことを義務

付ける建築許可の細則を、改訂して発表する

もようです。ジャカルタ建築監督局（Building 

Supervisory Agency)は、設計が細則の

基準を必ず満たすようにするため、デベロッ

パーが建築許可を取得してからその建設計

画を詳しく調査することになります。ただし、

市はグリーン・ビルディング認定証を出すの

ではなく、インドネシア・グリーン・ビルディン

グ協会（GBCI）が定めた最低基準に沿ってベ

ンチマーク評価を示します。2020年までに

二酸化炭素排出量を現行レベルから26％削

減するというインドネシアの目標の達成に、

新条例が役立つことが期待されています。

政府、グリーン・ビルディングの

認証に関する規則を改正

　政府は7月、グリーン・ビルディング認証に

関する規則を改正して、認証を取得するまで

の所要時間を短縮し、認証のレベルを2種か

ら4種へと増やしました。現行制度のもとで

は、韓国グリーン・ビルディング協会（KGBC）

による認証の有効期間は5年間で、その時点

で延長が認められることがありますが、建物

の認証はすべて、10年が経過したら更新し

なければなりません。

新しいコンベンション・センターが

LEED-NCの認証を取得
　ソンドに最近完成したコンベンション・セン

ターの「ソンドコンベンシア」がLEED-NC
（新築向けLEED）の認証を取得し、この認証

を得たアジアで初めてのコンベンション・セ

ンターとなりました。一方、ヨンドのオフィス・

プロジェクトである「パルク1」はLEEDのコ

ア・アンド・シェルのゴールド・レベルの事前

認証を得、またソウル中心部で2010年11
月に開業するA級オフィスビル「センター1」

は、LEEDのコア・アンド・シェルのシルバー・

レベルの認証を獲得しています。

台北郡、特定対象タウンシップにおいて

グリーン・ビルディングを促進

　台北郡は郡内の20のタウンシップと区域

でグリーン・ビルディングを促進するための新

規則を公布しました。新規則のもとでは、国内

のグリーン・ビルディングの認証基準を満た

す開発プロジェクトには、ボーナスの床面積

が認められます。新たなインセンティブ制度で

は認証の等級に応じて、法定のGFA（総建築

面積）の6％、8％、10％の面積をボーナスと

して認めます。さらに郡当局は開発用地の透

水性を上げて都市環境の質を改善するため

に、住宅用、商用、産業用の土地の建ぺい率

を10％引き下げました。

台湾のプロジェクト、FIABCIの

2010年度優秀賞を受賞
　台湾の2件のプロジェクトが、世界不動産

連盟（FIABCI）のサステナビリティ最優秀賞

を獲得しました。台北郡当局が開発したイン

フラ・プロジェクトである台湾北部「ソーラー・

シティ」が持続可能開発の部で2010年度の

優秀賞を受賞し、さらに、台中市CMPが手掛

けた店舗ビル「パーク・レーン」も店舗の部で

優秀賞を受賞しました。台湾北部ソーラー・

プンゴル、シンガポール初の

エコタウンとして正式指定

　シンガポール住宅開発局（HDB）は、プンゴ

ルを同国初の公式エコタウンに定めることを

発表しました。同ニュータウンは、エネルギー、

ゴミと水の管理の分野における新しいグリー

ン技術の実験台の役割を果たすことになりま

す。プンゴルの町には、太陽光パネルと雨水リ

サイクルシステムを組み込んだ装置が評判と

なっているHDB初のグリーン公営住宅プロ

ジェクトの「Treelodge@Punggol」もあ

ります。HDBはタンパインズ、ブキ・パンジャ

ン、タンジョン・パガールとマリン・パレードで

も同様の太陽光発電システムを導入する予

定です。このシステムは合計で600キロワッ

トの発電能力をもち、町の消費エネルギーを

相殺するために使用されます。

アジアのグリーン・シティ指数が

明らかに

　シーメンスとエコノミスト・インテリジェン

ス・ユニットの代表者は、シンガポールで7月

に開かれた世界都市サミットでの講演で、ア

ジア地域の11ヵ国の20の主要都市につい

て、環境実績調査を実施する計画を発表しま

した。調査対象となる国々は中国、インド、イ

ンドネシア、日本、マレーシア、パキスタン、

フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、ベトナ

ムです。調査では、エネルギー供給と二酸化

炭素排出量、運輸、建築物と土地の利用、水、

衛生、ゴミ、大気の質とグリーンガバナンスを

含めた8つの環境カテゴリーに準じて、都市

の計測と比較が行われます。調査結果は年内

に公表の予定です。

いて熱射を低減し、雨水の流出を遅らせま

す。可能な限り自然の昼光照明を利用し、デ

シカント（除湿）ホイールによる空気処理で除

湿された爽やかな空気が供給されます。建築

に使われた材料の20％以上が再生含有物

から作られており、全建材の40％が地元で

生産されたものです。トイレの洗浄には再生

水が使用され、乾季には空気中の湿気を凝

縮した水が植物の水やりに使用されます。低

公害車には、優先駐車場が提供されます。

UAP、フィリピン・グリーン・ビルディング・
イニシアチブを開始

　フィリピン・グリーン・ビルディング・イニシ

アチブ（PGBI）が、フィリピン建築家協会

（UAP）によってスタートしました。PGBIは建

物の設計、施工、性能とエネルギー効率に世

界のベストプラクティスを組み込んだ建築物

の調査と評価に、客観的なアプローチを提供

することを目指しています。この取り組みは

環境的、文化的に持続可能な建築術の利用

を促進するもので、現在、温暖で湿潤なフィリ

ピンの気候に適した独自のグリーン・ビル

ディング評定システムを開発中です。法令や、

気候変動に関係する公共政策の策定を支援

するために、サスティナブルな建築慣行を振

興することも計画しています。

テキサス・インスツルメンツの

テスト施設がLEEDゴールドを取得
　テキサス・インスツルメンツ（TI）社がク

ラーク経済特別区に新築した78万平方

フィートのテスト施設が、フィリピンではこの

分野のものとして初めてLEEDゴールドの認

証を取得する開発物件となりました。この建

物は植物で覆われた反射性の高い屋根を用

マレーシアGBI、
既存建物の評定システムを開始

　マレーシア・グリーン・ビルディング・イン

デックス（GBI）は既存の非住宅建築物

（NREB）の新しい評定システムを打ち出しま

した。GBIの既存建築物認証制度は、新築に

用いられる6つの主要基準をカバーしていま

すが、重点が若干異なります。過去3年間にエ

ネルギーを節減したことを実証している建築

物にもポイントが与えられるのです。新たな

GBI制度はオフィスビルに適用され、倉庫や

歴史的建築物などの建物にも適用されます。

Gタワー、グリーン・マーク・ゴールドの
認証を取得

　クアラルンプールの繁華街に新築された

オフィスビル「Gタワー」は、シンガポール建

築・建設庁からグリーン・マーク・ゴールドの

認証を取得しました。30階建てのタワービル

はその効率的な空調と照明システムにより、

規模と立地が同等の他のビルに比べて使用

エネルギーが25％少なくなっています。屋上

庭園と緑の壁を用いた造園がビルを冷やし、

空気の質を向上させるのに一役買っており、

また二重ガラスを用いて熱の伝導を抑えて

います。ビル全体に見られる植物や壁面の草

木への水やりには、雨水貯留システムが使わ

れています。ビルの室内装飾には、修復され

た古い家具が大量に再利用されていること

が呼び物となっています。

Malaysiaマレーシア

シティは太陽光発電システムを振興し、建物

一体型太陽光発電（BIPV）の導入を一般化

するために建設されました。駐車場の張出し

屋根、バスの待合所や教育センターを含めた

建造物のすべてにソーラーパネルが設置さ

れて、合計で毎年20万キロワット時を上回る

電力が生産されます。ソーラー・シティのイン

フラは年間およそ11万キロワット時を使用

するため、このプロジェクトによって生み出さ

れる余剰電力は台湾電力に売り戻されます。

また、CMPによるパーク・レーンは建物正面

に緑の植物を植え付けるという方法により、

1日当たり200kgの二酸化炭素を吸収し、

150kgの酸素を放出することで、店舗の部

で優秀賞を獲得しました。植物は、夏期に建

物内の温度を維持して電力使用量を30％減

らすのにも役立っています。

ベトナム・グリーン・ビルディング協会、

LOTUSの認証を開始
　ベトナム・グリーン・ビルディング協会

（VGBC）は6月に初の大規模な大会を開催

して、LOTUS非住宅グリーン・ビルディング

の認証プログラムを正式に開始しました。

2010年から2011年にかけてのパイロッ

ト・プログラムにより、LEED、グリーン・ス

ター、BREEAM、GBIその他のガイドライン

に基づき、ベトナムのマーケットに合わせた

グリーン・ビルディングの認定が導入されま

す。パイロット・プログラムでは認定に3つの

レベルを設けて、ベトナムが直面しているこ

の国ならではの課題のために考案される保

守や運用の基準を策定することが期待され

ています。現在VGBCはパイロット・プログラ

ムの対象として、3～4件の建物を有力候補

として挙げています。

※LEED：「エネルギーと環境デザインにおけるリーダーシップ」、グリーン・ビルディング格付け基準
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環境対策

第6回

不動産のエネルギーコスト削減により、
投資収益を得る
新たなビジネスモデルも

資源高騰でエネルギー効率化は
不可欠、サスティナブルな改修は
最も安価な解決策に

アジア全域では政府支援の
拡大が必要、一部では
財務上のインセンティブも必要
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アジアにおける
不動産投資のグリーン化

アジア各都市のグリーン・ビルディング関連ニュース

　現在の不動産投資セクターにおいては、

環境問題が投資ポートフォリオに影響を及

ぼす可能性があり、サステナビリティを不動

産投資戦略に組み込むことは長期事業を健

全で合理的なものにできると同時に、社会的

責任を果たす選択肢でもあるという認識が

高まっています。政府の規制とインセンティ

ブ、ますます高価になる天然資源、法律上の

リスク、企業の社会的責任の高まり、入居者

の行動の変化やステークホルダーからの圧

力などのすべてが相まって、環境問題を不動

産投資のプロセスに組み込むことが余儀な

くされています。

　エネルギー効率が国々の建築基準法に導

入され、エネルギー性能の評定システムが定

められるにつれて、近年は不動産ポートフォ

リオの管理手法に環境への配慮を取り入れ

る機関投資家や個人投資家、または社会的関

心をもつ高額資産保有者や年金基金、機関

などの数が増えています。

　グリーンな不動産投資戦略と投資収益の

向上との間に、直接の関連がまだ立証されて

いないことは確かですが、「不動産の選定に

対するグリーンなアプローチ」は、追随する機

関を幅広く引き込み始めています。この場合

の主な要因は、エネルギー効率の低い建物

は陳腐化し、その価格が割引の対象になるた

め、グリーンな不動産ポートフォリオの方が、

長期的にはより高い投資収益を生むことを、

投資家が次第に確信するようになってきたと

いうことです。

　アジアでもいまやこの考えが根付きつつあ

り、大手投資家が投資の判断基準の重要な

一部としてサステナビリティの原則を徐々に

採用するようになり、既存ポートフォリオにあ

る建物の環境性能を改善し始めています。さ

らにアジアには、建物のエネルギー効率改善

プロジェクトに投資する画期的なファンドを

立ち上げている投資家もいるのです。

　グリーン・ビルディングと財務実績の強化

とを結びつける論拠は曖昧なままですが、そ

の主な要因は、一般に合意されている計測基

準と、一本化された建築情報がないことで

す。しかし現在、不動産投資セクターの中で

は、旧式になって持続不可能な建築物や設備

の管理業務は、資産価値および財務実績の

低下につながるというコンセンサスが高まり

つつあります。同時に投資家は、エネルギー

効率やグリーン・ビルディングに関係する政

府の規制強化が、世界的にも、またアジアの

中でも、様々な市場で急速に実施されるよう

になることをも予想しています。

　欧州連合はすでに新築と改装の建築物に

関して、建築物エネルギー性能基準（EPBD)
を導入し、オーストラリアでは新築の建築物

はグリーン・スター（同国の建築物環境評価

システム）の持続可能性能基準を守らなけれ

ばなりません。アジアでは、シンガポール政府

が昨年発表したグリーン・ビルディング・マス

タープランに基づいて、同市内の建物の

80％は2030年までにグリーン・マーク認証

を受ける必要があります。

　このように、エネルギー効率向上の義務化

へと向かう動きがアジア全域でも勢いを増し

ており、入居者の賃借決定にも影響を及ぼす

ため、グリーンでない建物は徐々に陳腐化

し、その資本価値と賃貸料が割り引いて取引

されるので、結果として投資収益が低下する

可能性があります。こういった建物には、過剰

なCO2排出とエネルギー使用に対する処罰

とからめての追加税がかかる可能性もありま

す。これとは対照的に、グリーン・ビルディング

は市場での賃貸料の割増が見込め、減価償

却のペースは遅くなり、より長い寿命を認め

られて、結局はより高い資本価値を維持する

ことになるでしょう。

　こういったことをすべて考え合わせれば、

アジアではやがてグリーンな不動産がより高

い価値と入居率を享受し、ひいては投資収益

もより高いという二重構造市場の出現が示

唆されます。

　アジアの機関投資家の中で、不動産関連事

業においてサステナビリティへの取り組みで

他を明確にリードしている企業の一つが、

2008年にこの目標への積極的取り組みを

企業方針に正式に定めたINGリアル・エス

テート・インベストメント・マネジメント（ING 

REIM）です。この方針は同社のビジョン、志

と原則を定めており、サステナビリティの枠

組づくりに役割を果たしています。同社は

様々な業務分野の間での協力をサポートし、

ベストプラクティスを共有し、持続可能な不

動産プロジェクトに対するクライアントから

の需要の高まりを予想して、標準的な業務慣

行にサステナビリティを組み込むために、世

界のすべての地域からの代表を集めて基盤

を確立しました。

　「この2年で、アジアにおけるわが社の投資

クライアントの多くは、環境目標を投資判断

の材料とし始めました。わが社の大手クライ

アント数社、特に大型の年金基金は、透明性

とサステナビリティを一層強く求めるように

なっています」とING　REIMアジアのリ

チャード・プライスCEOは述べています。「わ

が社のグループ内にも、環境と企業の社会責

任についてのきわめて前向きな取り組みが

あります。つまり、社内でのトップダウンと、社

外のクライアントの双方から二重の推進力が

働いているのです」とも言い添えました。ING 

REIMアジアには、APGアセット・マネジメン

ト、PGGMインベストメンツと大学年金基金

（USS)の委託で、マーストリヒト大学が実施

した世界的調査で対象となったファンドが2

たりしなければならない場合もあります。ポー

トフォリオの中で、同社が全面的なコントロー

ルを握っている建物の件数はごく限られてい

ます。もっとマクロなレベルで見ると、アジア全

域の様々な国々で環境に関する認証規定や

基準が異なっており、不動産市場における規

格化の欠如は、サステナビリティへの取り組み

の障害になり得る場合が多いのです。

　ING REIMアジアの全面的なコントロール

のもとにあるポートフォリオの中で最大の資

産は、東京郊外にあるショッピングセンターで

す。同社はこのショッピングセンターで建物の

エネルギー消費量を積極的に削減しており、

数々の対策を導入した結果、ガス、水、電気の

使用量が年ごとに大幅に減少しました。導入

された措置は、エスカレーターの稼働時間の

短縮、非常階段へのセンサーの設置、井戸の

利用、エアコンの稼働時間の短縮、建物の裏

手照明の利用削減、インバータ・コントロー

ラーの組み込みなどです。

　今後の導入予定には、LED照明やゴミから

発電を行うシステムなどがあります。「次のス

テップは目標を定めることです」とアリエン･

セッケル氏は語っています。「将来的には、世

界や地域のグリーン・ビルディング基準に照

らしてわが社のポートフォリオを評価し、それ

を基本にして地域内での比較を行いたいと

考えています。ただし現時点では、何ができる

かを判定できるように、わが社の現在の立ち

位置を測ることに限っています」。ING　

REIMヨーロッパは最近、GE、AXAおよび

AEWと共に、ポートフォリオの環境性能を評

価し、ベンチマーキングを行うために「グリー

ン評定」と呼ばれるテストシステムを導入し

件ありますが、そのいずれも、アジアにおける

持続可能な投資をリードする未公開不動産

ファンドのトップ10にランク入りしました。

　機関投資家は様々な方法で、サステナビリ

ティについての懸念をポートフォリオの管理

方法に直接反映させ始めています。ほとんど

は自らのポートフォリオの中で、エネルギー

効率やその他のグリーン基準に関係する現

行または将来の法的要求事項に違反する可

能性のある既存のビルを特定し、分類するこ

とから始めます。次に、こういった建物をより

環境にやさしいものにする方法を検証しま

す。採用される措置には、省エネ照明機器の

取り付けといった比較的簡単で小規模な取り

組みの実施から、建物全体に対して全面的に

持続可能な改修を行う大がかりなプロジェク

トまで幅があります。また、テナントや他のス

テークホルダーへ、エネルギーその他の省資

源に関係する措置や目標について説明し、合

意しています。

　ING REIMアジアも同じようなモデルに従

いました。「我々はまず、既存のポートフォリ

オを検査し、サステナビリティを向上させる

上で我々にどの程度のコントロール力があ

るかによって、資産を様々なカテゴリーに分

類しました」と、同社の上級副社長でグルー

プの世界的なサステナビリティプラット

フォームについてアジアでのコーディネー

ターを務めているアリエン・セッケル氏はコメ

ントしています。「我々はLEED認証※を獲得

できる建物を特定し、次にはコスト、行うべき

こと、こうした措置から得ることの可能な利

益について調査を実施しました。また、エネ

ルギー利用を計測して、節減できる部分を探

すことも始めました」

　この方法で同社が遭遇した大きな課題は、

既存ポートフォリオの所有権構造です。ING 

REIMアジアの自社資産に対するコントロー

ルの度合は様々で、変更を受け入れないマス

ターリース会社が存在したり、またジョイント

ベンチャーのパートナーを説得したり奨励し

ました。同社はパイロット・プロジェクトに12
の異なるファンドから30の建物を提供し、

ING RE ヨーロピアン・オフィス・ファンドは

その全不動産について、エネルギーや水の

伝送性能を調査中です。この新たな評定シス

テムは、成功すればやがてアジアにも展開さ

れます。

　アジアの機関投資家の間で持続可能な不

動産に対する関心が高まっているのと共に、

アジア全域の建物のエネルギー効率向上へ

の取り組みに投資するという画期的な投資

家もいます。サスティナブル・ディベロップメ

ント・キャピタルLLP（SDCL)は、エネルギー

を大量に消費する中国の工業用地で開発中

のエネルギー効率向上プロジェクトや、官民

のビルや設備に投資するチャイナ・エネル

ギー・エフィシェンシー・パートナーズL.P.
ファンドのために資金を調達しています。

　このファンドはこの種のものとしては初め

てペイド・フロム・セイビングズ（コスト節減分

で賄われる）モデルを基本にするファンドで、

省エネのソリューションや機器の設置、運用、

保守を行っている中国本土のプロジェクトに

投資を行い、かなり高水準の予想収益を上げ

ることを目的とするものです。用地、建物、ま

たは設備のオーナーが結果的に得るエネル

ギーコストの削減を共有して、投資収益を得

ることを目指しています。「技術的な裏付けが

あり、経済学から見ても合理的です」と香港に

あるSDCLのディレクター、グレン・プラムブ

リッジ氏は語ります。「今後5年間で、アジア全

域にわたって既存ビルのエネルギー効率を

厳しく縛る多くの法律が制定され、人々はサ

ステナビリティのための改修を強いられるよ

うになるでしょう。それと同時に、改修工事は

これまでほど複雑なものではなくなっていま

す。技術、測定、検証のすべてが、高度化しつ

つありますから」

　CEEP（欧州公共企業体センター）モデルで

は、資源の制約が高まっている世界経済と、

諸国間で高まっているエネルギーに関する課

題に直面しているという意識を活用しようと

しています。「エネルギーが尽きかけているの

ですから、各国はもっとエネルギー効率を高

める必要があります」とグレン・プラムブリッ

ジ氏は語ります。「気候変動の問題や炭素の

排出削減とは異なり、我々の産業の成長は結

局、ソブリン・リスク（政府債務の信用危機）と

自給自足によって推進されるということにな

るのかもしれません」と氏は言い添えていま

す。国連環境計画、クリントン気候イニシアチ

ブ、世界最大手の年金基金のP8グループに

関わっているSDCLでは、天然資源の高騰に

より、エネルギー効率向上はビジネス上非常

に合理的なことになり、建物のサスティナブ

ルな改修はこの問題に対して第一に取るべ

き、最も安価な解決策であることを確信して

います。CEEPモデルにとっての最大の課題

は、拡張の可能性と、ほとんどのプロジェクト

が小規模過ぎるために銀行やその他の投資

家の多くが関心を示さないことです。SDCL
は、プロジェクトは規模が大きいほど価値が

あると考えていて、現在、大手デベロッパーと

提携して、ポートフォリオ全般にわたってエネ

ルギー効率向上のための改修資金を調達す

る機会を模索しています。

　これ以外にも、世界中でグリーンな資金調

達や投資手段にはずみがつきつつあり、それ

が徐々にアジアへと広がっています。近年で

は、2007年に欧州連合が発行したクライ

メート・アウェアネス（気候変動意識向上）債

券などのように、低所得者向け住宅を持続可

能にする改修プロジェクトを賄うために地方

政府の発行するグリーン債を購入する、社会

的責任感の強い投資家の数が増えています。

商業銀行のグリーン・ローンや投資商品も提

供されています。韓国政府は2010年1月に

「低炭素、グリーン成長」法案を正式に可決し

て、経済成長と温室効果ガスの排出削減をも

たらすようなエコフレンドリーな企業とプロ

ジェクトの開発に、年間の国内総生産の2％を

支出することを約束しました。同時に、韓国大

手銀行の多くが、グリーンな住宅や商業ビル

向けのローンを含めて、新規のグリーンな金

融商品やサービスをいくつも発売しました。

　中国は、グリーン不動産に投資するのに最

も望ましいと投資家が見なしたアジア市場の

リストの最上位にあります。「過去数年間で、

中国における建築基準と建築物の質の向上

は目覚ましく、現在同国の建築技術は先進欧

米市場の多くにおけるよりも高度になってい

ます」とリチャード・プライス氏は述べていま

す。「中国は急速な都市化が続くにつれて何

世代分もの建築基準と非効率な技術を飛び

越えて向上するでしょうし、そのことは、グ

リーン・ビルディングへの投資家に対し多く

の機会を提供するでしょう」。省エネ効率の面

では、中国はこの6年間でESCO事業の件数

と、毎年のエネルギー効率向上プロジェクト

の対価を倍増させてきました。

　「中国にはアジアでも拘束力の強い法律が

いくつかあり、エネルギーの課題を切実に認

識しています」とグレン・プラムブリッジ氏は

語っています。実際、中国はこの数年間で強

力なトップダウン政策を実施してきました。こ

の政策には全国的な省エネ目標やクリーン・

エネルギー目標が含まれ、グリーン・プロジェ

クトやエネルギー効率向上プロジェクトに携

わっているデベロッパーに対して、地方自治

体レベルで提供されるインセンティブによっ

て補完されています。

　アジアの他の地域を見ると、シンガポール

は優れたインフラと、省エネおよびグリーン・

ビルディングに関係する強力な法規や規制を

有していますが、市場としては小規模です。香

港では、細分化された所有権、政府のリー

ダーシップ不足など、古くからの問題によって

前進が遅れています。「一般的にアジア全域

では政府支援の拡大が必要とされており、一

部の市場には財務上のインセンティブが欠

けています」とリチャード・プライス氏は述べ

ています。「オーストラリアなどの市場では政

府がとても積極的で、そのことが実際にグ

リーン投資を促進しているのです」

　持続可能な不動産へ投資が徐々にシフト

されているにもかかわらず課題はいくつも

残っており、中でも特に顕著なのが、グリー

ン・ビルディングの開発が本当にコスト増に

見合う価値をもつかどうかがまだ立証されて

いないということです。「我々はサスティナビ

リティへの投資が重要であることを確信して

いますが、冷静な目で、常に費用と便益のバ

ランスを心掛けなければなりません」とリ

チャード・プライス氏は語ります。「ただし投資

家として見ると、グリーン・ビルディングが機

能的に陳腐化することは考えにくいため、グ

リーン・ビルディングへの投資の価値が現れ

るのは売却時となるでしょう」。長期的には、

改良されたデータと調査で、新たな規制や需

要の増加が実際にグリーン不動産の価格上

昇をもたらすかどうかが実証されるでしょう。

いずれにしても、現在、社会的責任感のある

不動産投資家が、ポートフォリオ資産の陳腐

化を防ぎ、二酸化炭素排出やエネルギー利

用に絡んで今後に課税や罰則の対象となる

恐れを回避するために、資産の環境性能の評

価と改善を行っています。そのため、世界やア

ジア地域でグリーン・ビルディングを支持する

勢いは徐々に高まっているのです。

ン・ビルディング会議、共通の関心分野であ

る一連の問題に関する共同研究や教育プロ

ジェクトへの支援が含まれます。

上海の高層ビルがLEED-CSゴールドの
事前認証を獲得

　上海で建設中の26階建て高層商業ビル

が、建物の構造と設備を対象とするLEED－

コア・アンド・シェル（LEED-CS）プログラムに

基づくLEEDゴールドの事前認証を与えら

れ、上海で当評定を受けた初めての高層ビル

となりました。イースト・ドンダミン1080にあ

るこのビルは、上海のかつてのユダヤ人街に

あって、黄浦江から2ブロック離れた場所に

位置しています。LEED-CSの評定では、テナ

ントの内部スペースを除いたプロジェクト全

体を評価します。建物の持続可能な特性に

は、内部スペース全般にわたってのエネル

ギー使用の低減、地熱ヒートポンプ、個々の

エリアの管理強化を可能にする部屋単位の

センサー、地産材料の使用、建物の水使用量

の削減、水効率の良い造園などがあります。

中央政府、全国的なグリーン・シティの

実証プロジェクトに着手

　中央政府は、中国全土にグリーン・ビル

ディングのモデル都市を開発するための補

助金申請の受付を終了しました。このプログ

ラムは財政部と住宅・都市農村建設部が策定

したもので、再生可能なエネルギー源を使用

するサスティナブルな設計がなされ、効率的

でモダンな交通システムをもつグリーン・シ

ティを創り出すことで、全国的に再生可能な

エネルギーの利用拡大を促進することを目

指しています。中央政府が開発の建設総費用

の60％を負担し、3年間の分割で支払うこと

になっています。この申請が認められるのは、

各州で2市および3郡までです。開発者はエ

コシティ内での建設に際して、建物一体型太

陽光発電、太陽熱温水システム、地熱ヒート

ポンプ、断熱や照明を含めて、エネルギー効

率の高い建築技術を利用することを義務付

けられます。

中国と米国のグリーン・ビルディング協会、

覚書に調印

　米国グリーン・ビルディング協会（USGBC）

と中国グリーン・ビルディング協会（CGBC）

は今年春、協力強化を進め、両国における環

境に配慮した建築慣行を支援するための覚

書に調印しました。USGBCは声明で、両組

織は建築セクターにおいてグリーン・ビル

ディングと二酸化炭素の排出削減を促進する

ために協力していくと述べています。協力の

内容には、この2つの組織が開催するグリー

には、開発プロジェクトはエネルギー需要の

5％を再生可能なエネルギー源から得たも

のにするという要件が含まれます。政府は最

近アンサル・プロパティーズとの間で、今後3
年間におよそ130億ルピー（2億7800万米

ドル）を投資して、グルガオンに「エセンシア」

と呼ばれる面積112エーカーのグリーン・タ

ウンシップを開発するジョイントベンチャーを

組成する契約を締結しました。これに関連す

るニュースとして、マハラシュトラ州当局は、

同州における開発プロジェクトにグリーン技

術を採用するようデベロッパーを説得するた

め、開発管理規則に修正を導入する計画を

発表しました。新たなガイドラインを守るデ

ベロッパーは、その開発プロジェクトに対して

ゼロ・エネルギー認証を取得すれば、容積率

の追加を認められることになります。

ニューデリー市当局、

建物の改修計画に着手

　ニューデリー市当局は、エネルギー資源研

究所（TERI）との覚書の調印後に、二酸化炭

素排出量を削減することを約束した21棟の

官公庁ビルの第1群について、改修作業を開

始しました。現在、ニューデリーにある官公

庁の建物はすべて、2007年5月にエネル

ギー効率局（BEE）が策定した省エネ建築規

定（ECBC）を守ることを義務付けられてい

ます。これに関連するニュースとして、タミ

ル・ナドゥ州の州都であるチェンナイに

9500万米ドルをかけて新築された州の議

事堂は、LEED認証制度に基づいてインド・

グリーン・ビルディング協会（IGBC）がゴー

ルドの格付けを与えた世界初の議会ビルと

なりました。ドイツの設計事務所GMPの設

計によるこのビルは、節電のために自然光を

採り入れ、消費電力を削減するようになって

います。見積もりによれば、このビルは同じ

規模の他のビルに比べて、電力消費量をお

よそ20％節減するということです。総合ビル

である議事堂の内部には、34万平方フィー

トのグリーン・スペースがあり、水はすべて、

敷地内にある下水処理プラントを利用してリ

サイクルされます。

グリーン・タウンシップの

集合住宅に関するガイドライン案

　政府は国内の大手不動産デベロッパーに

対し、エネルギー消費量の少ないグリーン集

合住宅に関して新・再生可能エネルギー省

（MNRE）とエネルギー資源研究所（TERI）

が立案した新たなガイドラインを、自主的に

採用するよう呼びかけました。新ガイドライン

環境に配慮した

啓徳空港跡地再開発プロジェクト

　九龍の啓徳国際空港跡地の再開発には、

環境に配慮した機能が数多く取り入れられ

ると報じられています。公営の住宅団地、

ショッピングモール、客船ターミナルや数棟

の官公庁ビルを含むことになっているこの巨

大プロジェクトには、16億7000万香港ドル

の地域冷房システムが採用される予定です

が、これによって従来の空調システムに比べ

て35％の電力消費量が削減されると予測さ

れています。30～40階建てのビルを冷房す

る能力をもつこのシステムは、年間で最大8
億5000万キロワット時の電力を節約するこ

とになり、59,500トンの二酸化炭素排出量

を削減することができます。跡地に建設され

る公営の住宅団地にも太陽光発電を利用す

るなど、様々な省エネ技術が採用されること

になっています。住宅団地の敷地面積は

9.17ヘクタール（その30％が緑地帯となり

ます）。これ以外にもプロジェクトに盛り込ま

れる予定の環境対策としては、LED照明、節

水システム、リサイクル材料から作られる舗

道や花壇、電気自動車のために指定される

充電エリアなどがあります。

HKGBC、産業用建物のための
グリーン・インセンティブを提案

　香港グリーン・ビルディング協会（HKGBC）

は、古い産業用建物を他の用途に転用する

オーナーに対して、省エネ技術を取り入れる

ことを条件として、総床面積の上乗せを認め

るという案を発表しました。ガイドラインの素

案で扱われているのは、エネルギーと水の利

用、ゴミ処理と緑化です。計画案では、建物は

義務化される建物エネルギー規則（来年施

行予定）によって定められる最低限のエネル

ギー性能を達成し、建物で消費されるエネル

ギーの最低0.5％は、再生可能エネルギーか

ら生産されたものでなければなりません。通

常の水消費量を最低でも5％削減するため

に、洗浄洗濯排水をリサイクルしなければな

らないとともに、年間の上水道消費量を

20％削減するために節水装置を取り付ける

必要があります。解体廃棄物は最小化し、転

用の過程で出た廃棄物の最低30％はリサイ

クルすることになっています。さらに、建物の

外部面積の最低20％は、壁面緑化を含めて

植物で覆わなければなりません。

GBCI、グリーンシップ評定ツールの
運用を開始

　インドネシア・グリーン・ビルディング協会

（GBCI）は、新たなグリーン・ビルディングの

評定システムである「グリーンシップ」の運用

を正式に開始しました。新システムには、敷

地・エネルギー・水と資源の使用状況、屋内の

品質と環境管理から成る6つの評定基準が

含まれています。ジャカルタにある10棟の建

物がすでに、グリーン・ビルディングの認証登

録を受けています。その内、市庁舎のブロック

G、ジャカルタ市議会ビルと公共事業省ビル

の3棟は官公庁の建物です。GBCIを創設し

たNaning Adiwoso氏は、この評定ツール

は近々、スマトラやバリを含めた全国の他の

地域にあるビルの認証に利用できるように

なると語っています。グリーンシップがこれま
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での評定ツールと大きく異なっているのは、

認証の有効期間が新築のビルについても3
年間だけで、その後は再認証が必要になり、

そのためLEEDよりも厳格な制度となってい

る点です。

ジャカルタ市当局、全市に

グリーン・ビルディングの評定システムを導入

　ジャカルタ市当局は、今後の建設プロジェク

トにエネルギー効率基準を満たすことを義務

付ける建築許可の細則を、改訂して発表する

もようです。ジャカルタ建築監督局（Building 

Supervisory Agency)は、設計が細則の

基準を必ず満たすようにするため、デベロッ

パーが建築許可を取得してからその建設計

画を詳しく調査することになります。ただし、

市はグリーン・ビルディング認定証を出すの

ではなく、インドネシア・グリーン・ビルディン

グ協会（GBCI）が定めた最低基準に沿ってベ

ンチマーク評価を示します。2020年までに

二酸化炭素排出量を現行レベルから26％削

減するというインドネシアの目標の達成に、

新条例が役立つことが期待されています。

政府、グリーン・ビルディングの

認証に関する規則を改正

　政府は7月、グリーン・ビルディング認証に

関する規則を改正して、認証を取得するまで

の所要時間を短縮し、認証のレベルを2種か

ら4種へと増やしました。現行制度のもとで

は、韓国グリーン・ビルディング協会（KGBC）

による認証の有効期間は5年間で、その時点

で延長が認められることがありますが、建物

の認証はすべて、10年が経過したら更新し

なければなりません。

新しいコンベンション・センターが

LEED-NCの認証を取得
　ソンドに最近完成したコンベンション・セン

ターの「ソンドコンベンシア」がLEED-NC
（新築向けLEED）の認証を取得し、この認証

を得たアジアで初めてのコンベンション・セ

ンターとなりました。一方、ヨンドのオフィス・

プロジェクトである「パルク1」はLEEDのコ

ア・アンド・シェルのゴールド・レベルの事前

認証を得、またソウル中心部で2010年11
月に開業するA級オフィスビル「センター1」

は、LEEDのコア・アンド・シェルのシルバー・

レベルの認証を獲得しています。

台北郡、特定対象タウンシップにおいて

グリーン・ビルディングを促進

　台北郡は郡内の20のタウンシップと区域

でグリーン・ビルディングを促進するための新

規則を公布しました。新規則のもとでは、国内

のグリーン・ビルディングの認証基準を満た

す開発プロジェクトには、ボーナスの床面積

が認められます。新たなインセンティブ制度で

は認証の等級に応じて、法定のGFA（総建築

面積）の6％、8％、10％の面積をボーナスと

して認めます。さらに郡当局は開発用地の透

水性を上げて都市環境の質を改善するため

に、住宅用、商用、産業用の土地の建ぺい率

を10％引き下げました。

台湾のプロジェクト、FIABCIの

2010年度優秀賞を受賞
　台湾の2件のプロジェクトが、世界不動産

連盟（FIABCI）のサステナビリティ最優秀賞

を獲得しました。台北郡当局が開発したイン

フラ・プロジェクトである台湾北部「ソーラー・

シティ」が持続可能開発の部で2010年度の

優秀賞を受賞し、さらに、台中市CMPが手掛

けた店舗ビル「パーク・レーン」も店舗の部で

優秀賞を受賞しました。台湾北部ソーラー・

プンゴル、シンガポール初の

エコタウンとして正式指定

　シンガポール住宅開発局（HDB）は、プンゴ

ルを同国初の公式エコタウンに定めることを

発表しました。同ニュータウンは、エネルギー、

ゴミと水の管理の分野における新しいグリー

ン技術の実験台の役割を果たすことになりま

す。プンゴルの町には、太陽光パネルと雨水リ

サイクルシステムを組み込んだ装置が評判と

なっているHDB初のグリーン公営住宅プロ

ジェクトの「Treelodge@Punggol」もあ

ります。HDBはタンパインズ、ブキ・パンジャ

ン、タンジョン・パガールとマリン・パレードで

も同様の太陽光発電システムを導入する予

定です。このシステムは合計で600キロワッ

トの発電能力をもち、町の消費エネルギーを

相殺するために使用されます。

アジアのグリーン・シティ指数が

明らかに

　シーメンスとエコノミスト・インテリジェン

ス・ユニットの代表者は、シンガポールで7月

に開かれた世界都市サミットでの講演で、ア

ジア地域の11ヵ国の20の主要都市につい

て、環境実績調査を実施する計画を発表しま

した。調査対象となる国々は中国、インド、イ

ンドネシア、日本、マレーシア、パキスタン、

フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、ベトナ

ムです。調査では、エネルギー供給と二酸化

炭素排出量、運輸、建築物と土地の利用、水、

衛生、ゴミ、大気の質とグリーンガバナンスを

含めた8つの環境カテゴリーに準じて、都市

の計測と比較が行われます。調査結果は年内

に公表の予定です。

いて熱射を低減し、雨水の流出を遅らせま

す。可能な限り自然の昼光照明を利用し、デ

シカント（除湿）ホイールによる空気処理で除

湿された爽やかな空気が供給されます。建築

に使われた材料の20％以上が再生含有物

から作られており、全建材の40％が地元で

生産されたものです。トイレの洗浄には再生

水が使用され、乾季には空気中の湿気を凝

縮した水が植物の水やりに使用されます。低

公害車には、優先駐車場が提供されます。

UAP、フィリピン・グリーン・ビルディング・
イニシアチブを開始

　フィリピン・グリーン・ビルディング・イニシ

アチブ（PGBI）が、フィリピン建築家協会

（UAP）によってスタートしました。PGBIは建

物の設計、施工、性能とエネルギー効率に世

界のベストプラクティスを組み込んだ建築物

の調査と評価に、客観的なアプローチを提供

することを目指しています。この取り組みは

環境的、文化的に持続可能な建築術の利用

を促進するもので、現在、温暖で湿潤なフィリ

ピンの気候に適した独自のグリーン・ビル

ディング評定システムを開発中です。法令や、

気候変動に関係する公共政策の策定を支援

するために、サスティナブルな建築慣行を振

興することも計画しています。

テキサス・インスツルメンツの

テスト施設がLEEDゴールドを取得
　テキサス・インスツルメンツ（TI）社がク

ラーク経済特別区に新築した78万平方

フィートのテスト施設が、フィリピンではこの

分野のものとして初めてLEEDゴールドの認

証を取得する開発物件となりました。この建

物は植物で覆われた反射性の高い屋根を用

マレーシアGBI、
既存建物の評定システムを開始

　マレーシア・グリーン・ビルディング・イン

デックス（GBI）は既存の非住宅建築物

（NREB）の新しい評定システムを打ち出しま

した。GBIの既存建築物認証制度は、新築に

用いられる6つの主要基準をカバーしていま

すが、重点が若干異なります。過去3年間にエ

ネルギーを節減したことを実証している建築

物にもポイントが与えられるのです。新たな

GBI制度はオフィスビルに適用され、倉庫や

歴史的建築物などの建物にも適用されます。

Gタワー、グリーン・マーク・ゴールドの
認証を取得

　クアラルンプールの繁華街に新築された

オフィスビル「Gタワー」は、シンガポール建

築・建設庁からグリーン・マーク・ゴールドの

認証を取得しました。30階建てのタワービル

はその効率的な空調と照明システムにより、

規模と立地が同等の他のビルに比べて使用

エネルギーが25％少なくなっています。屋上

庭園と緑の壁を用いた造園がビルを冷やし、

空気の質を向上させるのに一役買っており、

また二重ガラスを用いて熱の伝導を抑えて

います。ビル全体に見られる植物や壁面の草

木への水やりには、雨水貯留システムが使わ

れています。ビルの室内装飾には、修復され

た古い家具が大量に再利用されていること

が呼び物となっています。

Malaysiaマレーシア

シティは太陽光発電システムを振興し、建物

一体型太陽光発電（BIPV）の導入を一般化

するために建設されました。駐車場の張出し

屋根、バスの待合所や教育センターを含めた

建造物のすべてにソーラーパネルが設置さ

れて、合計で毎年20万キロワット時を上回る

電力が生産されます。ソーラー・シティのイン

フラは年間およそ11万キロワット時を使用

するため、このプロジェクトによって生み出さ

れる余剰電力は台湾電力に売り戻されます。

また、CMPによるパーク・レーンは建物正面

に緑の植物を植え付けるという方法により、

1日当たり200kgの二酸化炭素を吸収し、

150kgの酸素を放出することで、店舗の部

で優秀賞を獲得しました。植物は、夏期に建

物内の温度を維持して電力使用量を30％減

らすのにも役立っています。

ベトナム・グリーン・ビルディング協会、

LOTUSの認証を開始
　ベトナム・グリーン・ビルディング協会

（VGBC）は6月に初の大規模な大会を開催

して、LOTUS非住宅グリーン・ビルディング

の認証プログラムを正式に開始しました。

2010年から2011年にかけてのパイロッ

ト・プログラムにより、LEED、グリーン・ス

ター、BREEAM、GBIその他のガイドライン

に基づき、ベトナムのマーケットに合わせた

グリーン・ビルディングの認定が導入されま

す。パイロット・プログラムでは認定に3つの

レベルを設けて、ベトナムが直面しているこ

の国ならではの課題のために考案される保

守や運用の基準を策定することが期待され

ています。現在VGBCはパイロット・プログラ

ムの対象として、3～4件の建物を有力候補

として挙げています。

※LEED：「エネルギーと環境デザインにおけるリーダーシップ」、グリーン・ビルディング格付け基準

オフィスビルの
環境対策

第6回

不動産のエネルギーコスト削減により、
投資収益を得る
新たなビジネスモデルも

資源高騰でエネルギー効率化は
不可欠、サスティナブルな改修は
最も安価な解決策に

アジア全域では政府支援の
拡大が必要、一部では
財務上のインセンティブも必要
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